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序 文 

 
 
 
 日本国政府は、アルメニア共和国政府の要請に基づき、同国の母子保健改善計画にかか

る基本設計調査を行うことを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施いたし

ました。 

 
 当機構は、平成 16 年 6 月 23 日から 7 月 21 日まで、基本設計調査団を現地に派遣いた

しました。 

 
 調査団は、アルメニア共和国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における

現地調査を実施しました。帰国後の国内作業の後、平成 16 年 9 月 21 日から 10 月 5 日ま

で実施された基本設計概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりまし

た。 

 
 この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 

 
 終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 
 

平成 16 年 12 月 

 
 
 

独 立 行 政 法 人 
国 際 協 力 機 構 
理 事   小 島  誠 二 



 
 
 

伝 達 状 

 
 
 
 今般、アルメニア共和国における母子保健改善計画基本設計調査が終了いたしましたの

で、ここに最終報告書を提出いたします。 

 
 本調査は、貴機構との契約に基づき、弊社が平成 16 年 6 月より平成 16 年 12 月までの

7 ヶ月にわたり実施いたしてまいりました。今回の調査に際しましては、アルメニアの現

状を十分に踏まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組みに

最も適した計画の策定に努めてまいりました。 

 
 つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。 

 
 
 
 

平成 16 年 12 月 
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要 約 

 



要  約 
アルメニア共和国（以下：アルメニア）はトランス・コーカサスの南西部に位置しており、西

はトルコ北東部と国境を接し、南はイラン、東はアゼルバイジャン、北はグルジアに隣接した内陸

国である。国土面積は 29.8 千 km2と CIS 諸国の中では最小で、日本の約 13 分の 1 である。 

2003 年の総人口は 321 万人とされているが、海外への流出人口を考慮に入れると 300 万人程度

であるという指摘もなされている。また人口の 9 割以上がアルメニア人であるが、ロシア人、アゼ

ルバイジャン人、クルド人等も居住している。行政区分として首都エレヴァンを含む 11 のマルズ

と呼ばれる州が設けられている。 

1988 年のアルメニア大震災の後遺症、1991 年 9 月のソ連邦からの独立、同年 12 月のソ連邦解

体、ナゴルノ・カラバフを巡っての隣国アゼルバイジャンとの交戦等の影響により、1993 年の実

質 GDP は、1991 年の 53.1%に落込み、同国の社会経済は危機的状況に陥った。1994 年 5 月には

アゼルバイジャンとの間に停戦が合意され、経済安定化と構造改革包括プログラムを策定した。こ

れに対し IMF、世界銀行等は経済技術援助を開始し、電力、食品産業を牽引力として 1994 年には

CIS 諸国の中で最も早くプラス成長に転じた。鉱業、農業生産に支えられマクロ経済指標は比較的

良好だが、大幅な貿易赤字が続き、財政収支も税収不足等から赤字基調である。財政赤字補填のた

めの国際金融機関からの借り入れを行う構造が続いている。2003 年の GDP は 2,797 百万 US ド

ル（1 人当たりの GNI は 910US ドル）となっている。 

アルメニアの保健医療分野は、ソ連邦時代には質の高い保健医療サービスを提供していたが、ソ

連崩壊後の経済状況の悪化や社会制度の変化に伴い、保健医療サービスの質が著しく低下している。

このような状況に対し、政府は「国家保健政策 2004-2015」を策定し、保健医療分野の改革に取り

組んでいるが、保健医療サービスの質の低下は、国民、特に弱者である女性、子供の健康に多大な

影響を及ぼしている。保健省の統計によると、妊産婦死亡率は 10 万出産当たり 19.2 件（2003）、

乳児死亡率は千出生当たり 12.0 件（2003）であり、EU 諸国の平均に比して 2～4 倍と高い水準と

なっている。 

本計画の対象である母子保健セクターは、2003 年に採択された貧困削減戦略ペーパー（以下：

PRSP）の保健医療分野政策において重点分野として位置づけられている。同国の周産期（妊娠満

22 週～生後 7 日）医療サービスは、首都のエレヴァンに位置する第三次医療施設の産婦人科周産

期医学センター（以下：CPOG）および第二次医療施設である地方の母子保健院等が担っており、

国家プログラムにより各周産期医療施設に登録した妊産婦に対して周産期における妊産婦検診、出

産および産後検診が無料で実施されている。保健省は WHO のガイドラインを採用し、産前最低 4

回の検診を推奨しており、また、同国における施設分娩率も非常に高い（都市部 99％、地方部 84％）

状況にありながら、これら施設の機材の多くが老朽化しており必要な周産期医療サービスが十分に

提供できておらず、更に同国の財政難により機材の更新が困難な状況となっている。 

このような状況を受けて、第三次医療施設の CPOG、第二次医療施設のガバールおよびハラズ

ダンの両母子保健院に対し、産科医療機材の整備による対象病院での周産期医療サービスの改善を

i i



目的とした無償資金協力が要請された。この要請を受けて、日本政府は基本設計調査の実施を決定

し、独立行政法人国際協力機構（JICA）は平成 16 年 6 月 23 日より平成 16 年 7 月 21 日まで基本

設計調査団を現地へ派遣し、現地調査を実施した。帰国後、調査結果およびアルメニア国側との協

議結果に基づき、基本設計調査概要案を取りまとめ、平成 16 年 9 月 21 日より平成 16 年 10 月 5

日まで基本設計概要の現地説明を実施した。 

 
調査対象施設については、先行して実施が予定される JICA による技術協力プロジェクト（アル

メニア国リプロダクティブヘルスプロジェクト）の活動拠点病院である CPOG、ガバール母子保

健院およびハラズダン母子保健院の 3 ヶ所とした。調達機材の選定に関しては、充分な裨益効果、

持続的活用が見込まれ、設置環境および運営・維持管理に配慮する一方、周産期医療サービスの改

善および地域連携体制の強化を目的とした技術協力プロジェクトとの連携による相乗効果、他援助

機関の動向についても充分な配慮を行い、対象病院において必要不可欠な機材・数量を選定するこ

とを基本方針とした。 

この結果、CPOG においては診断、産科、手術関連、新生児科、ICU、ラボ等への 45 種類（207

機材）、各母子保健院については診断、産科、新生児科、ICU 等への 22 種類（ガバール 34 機材、

ハラズダン 36 機材）を調達対象とすることが妥当であると判断した。 

 
各対象病院への調達機材および数量を次に示す。 

 
CPOG への調達機材一覧 

No. 機材名 数量  No. 機材名 数量 

1 超音波診断装置（ｶﾗｰﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ） 2  23 産科分娩台（LDR ﾀｲﾌﾟ） 4 
2 胎児心拍計 5  24 ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 9 
3 心電計 3  25 分娩監視装置 2 
4 ｺﾙﾎﾟｽｺｰﾌﾟ 2  26 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ小児用体重計 6 
5 成人用体重・身長計 3  27 婦人科検診台 4 
6 新生児・成人用血圧計 6  28 ICU ﾍﾞｯﾄﾞ 6 
7 生化学分析装置 1  29 患者監視装置（ICU 用） 6 
8 凝固計 1  30 輸液ﾎﾟﾝﾌﾟ（ｼﾘﾝｼﾞﾀｲﾌﾟ） 22 
9 電解質分析装置 1  31 人工呼吸器 1 

10 薬剤保管用冷蔵庫 1  32 保育器 5 
11 血液保管用冷蔵庫 1  33 搬送用保育器 2 
12 ﾌﾟﾗｽﾞﾏ用冷蔵庫 1  34 患者監視装置（新生児用） 3 
13 検査灯 5  35 ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ 2 
14 手術台 3  36 光線治療器 2 
15 手術灯 2  37 ﾋﾞﾘﾙﾋﾞﾝﾒｰﾀｰ 2 
16 患者監視装置（手術室用） 2  38 新生児集中治療用器具ｾｯﾄ 2 
17 麻酔器 3  39 小児用人工呼吸器 1 
18 電気ﾒｽ 3  40 蒸気滅菌器 2 
19 産科手術器具ｾｯﾄ 2  41 乾熱滅菌器 5 
20 手術用腹腔鏡ｾｯﾄ 1  42 洗濯機 1 

21-1 吸引器（手術用） 4  43 ｱｲﾛﾝ 1 
21-2 吸引器（低圧ﾀｲﾌﾟ） 3  44 多機能ﾍﾞｯﾄﾞ 30 
22 患者搬送台 4  45 ﾊﾞｼﾈｯﾄ 30 
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ガバール母子保健院、ハラズダン母子保健院への調達機材一覧 

数量  数量 No. 機材名 
ｶﾞﾊﾞｰﾙ ﾊﾗｽﾞﾀﾞﾝ  No. 機材名 

ｶﾞﾊﾞｰﾙ ﾊﾗｽﾞﾀﾞﾝ

1 超音波診断装置 1 1  12 ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 2 2 
2 移動型超音波診断装置 1 1  13 保育器 2 2 
3 胎児心拍計 3 3  14 患者監視装置（新生児用） 1 1 
4 心電計 1 1  15 輸液ﾎﾟﾝﾌﾟ（ｼﾘﾝｼﾞﾀｲﾌﾟ） 6 6 
5 新生児・成人用血圧計 2 3  16 光線治療器 1 1 
6 手術台 1 1  17 ﾋﾞﾘﾙﾋﾞﾝﾒｰﾀｰ 1 1 
7 麻酔器 1 1  18 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ小児用体重計 1 1 
8 ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ 1 1  19 新生児集中治療用器具ｾｯﾄ 1 1 
9 産科手術器具ｾｯﾄ 1 1  20 婦人科検診台 2 2 

10 産科分娩台（LDR ﾀｲﾌﾟ） 2 2  21 患者監視装置（ICU 用） 1 1 
11 分娩監視装置 1 1  22 縦型蒸気滅菌器 1 2 

 
本計画が日本政府の無償資金協力によって実施される場合、全体工期には約 10 ヵ月を要する。

また概算総事業費は約 2.09 億円（日本側：2.09 億円、アルメニア国側： 33 千円）と見込まれる。 

計画に係わる運営・維持管理経費は、妊産婦に対する周産期診断、分娩等を無料として、国庫負

担によって保障している BBP プログラム（Basic Benefit Package Program）からの診療費の支

払い、および BBP プログラム対象外の診療にかかる患者負担を主な収入基盤とした各対象病院の

予算によって賄われる。一方で調達対象機材の多くは基本機材に限定されているため、定期点検・

メンテナンス費用および光熱費については発生が少なく、また老朽化機材が更新されることにより

メンテナンスコストおよび消費電力等の低減が見込まれる。更に機材調達にかかわる運営・維持管

理経費負担分を各対象病院における 2000～2003 年度の平均年間支出に占める割合として試算す

ると、CPOG で 2.2%、ガバール母子保健院 3.6％、ハラズダン母子保健院 2.6％の微増となる。こ

れは現在の比較的良好な病院の経営状況、母子保健分野を重点項目とし国家予算配分が行われてい

る BBP プログラムからの収入、更には機材整備による病院の稼働率や患者数の増加が期待される

こと等を考慮すると、本計画の調達機材に係わる運営・維持管理経費の持続的予算配分については

問題ないと判断できる。 

一方、調達機材はアルメニアおよび近隣国に代理店を有するメーカーから調達される予定であり、

メンテナンスサービスや交換部品、消耗品が迅速かつ安価に供給される。また調達機材のオペレー

ションは比較的容易であり、対象病院には既に調達機材の使用経験を持つ医療従事者、有資格者が

所属しており、調達後は機材有効活用に向けての適切な要員の配置および機材操作指導が対象病院

に対し実施される予定であり、機材調達後の利活用についての問題はない。 

 
本計画の裨益対象は、アルメニア全土から妊産婦を受け入れている母子保健における第三次医療

施設の CPOG が対象病院に含まれるため、全国の出産可能年齢（15～49 歳）の女性約 933 千人お

よび出生児の 42 千人（共に 2003 年統計）となり、その裨益効果は広範囲に及ぶ。また対象施設

は「根拠に基づいた医療」（Evidence Based Medicine : EBM）の推進による妊娠、出産の安全性

と快適性の向上を目指した技術協力プロジェクトによる専門家の派遣が計画されており、本計画と

の連携により、周産期医療サービスの向上、対象病院間の連携体制の強化といった分野での相乗効
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果の発現が期待される。 

1) 直接効果 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

各対象病院において質の良い周産期医療診断体制が整備される。 

各対象病院における周産期医療サービスが向上し、産婦人科外来患者数、妊産婦登録数の増加

が図られる。 

各対象病院において妊産婦診断機能および CPOG における第三次医療施設として診断、治療

機能が強化・改善されることによって、周産期における異常の早期発見および治療が可能とな

る。 

対象病院において安全な出産が促進され、また新生児の救命率が上がり新生児死亡件数が低下

する。 

 
2) 間接効果 

全国レベルの妊産婦死亡率、新生児死亡率、周産期死亡率の低減が期待される。 

CPOG においては医療教育機関としての機能の向上により、国内外の医学生への裨益効果が

期待される。 

 
本計画の速やかな実現および対象施設における調達機材の円滑な運用が行われ、初期の目的が達

成されるよう次のとおり提言する。 

 
・保健医療財政の持続的安定 

本計画の協力対象分野である母子保健における診断・治療を患者が無料で受けることを保障して

いる国家プログラム（BBP プログラム）は保健省予算配分より賄われている。現在、保健省は国

家プログラムの安定化を促進しており、今後、数年間の国家プログラム費用は増加すると考えられ

る。しかし長期的に見ると、経済基盤が弱く、脆弱な国家財政に伴い、公的保険制度の導入による

国家予算以外からの財源の確保が不可欠である。また医療財源の歳入の増加を図るだけでなく、現

状の保健医療予算の配分を裨益効果の高い PHC レベルへ、その配分比率を高める等、限られた資

源を効率的に活用できるようにする体制の構築が求められる。国家プログラムの安定化および将来

的な公的保険制度の導入により、多くの女性や小児が診療を受け易くなり、また多額の費用を要す

る新生児医療や先天性疾患に対する手術などが無料となることで乳児死亡率等の低減に寄与する

ことが可能となる。 

 
・他ドナーによる PHC 医療サービス強化との連携 

アルメニアの母子保健分野は国家の重点医療政策に位置づけられていることなどから、特に

PHC レベルの医療施設に対して世界銀行、国連機関等による支援が継続して実施されており、上

位医療施設である二次、三次病院を対象としている本計画とは相互補完関係にある。本計画の援助

効果をより大きく持続性のあるものとするためにも、他ドナーが PHC レベルにおいて実施してい
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る①機材供与・施設改修、②各医療施設間のネットワークの構築を含めた保健医療情報システムの

整備と医療統計の信頼度の向上、③医療人材育成・再教育等のソフト面支援等との連携が重要とな

る。しかし現状においては、各ドナーが独自にそれぞれ各医療施設の活動に対して援助を計画・実

施している事例も散見さるなど、効率的なドナー間の援助調整が十分に行われているとは言えない。

援助調整機能を持つ保健省の外交部が中心となり、各ドナー間での情報・意見交換を緊密に行うこ

とは本計画の協力効果をさらに強化するのみならず、アルメニアにおける包括的な母子保健医療サ

ービスの向上につながる。 
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第１章 

 

プロジェクトの背景・経緯 

 



第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題  

(1) 国土および人口動態 

アルメニア共和国（以下：アルメニア）はトランス・コーカサスの南西部に位置しており、西は

トルコ北東部と国境を接し、南はイラン、東はアゼルバイジャン、北はグルジアに隣接した内陸国

である。国土面積は 29.8 千 km2と CIS 諸国の中では最小で、日本の約 13 分の 1 である。 

国土のいたるところに山脈と高原が広がり、アラクス河岸の一部をのぞき大部分が標高 500ｍ以

上で、その周辺を高い山脈が取り囲んでいる。一方、四方を山に囲まれた低地の気温の年間較差は

激しく、乾燥しており降水量も少ない（降水量 300mm 以下）。首都エレヴァンの夏は 40℃に達し、

冬は零下 25℃まで下がる。 

2003 年のアルメニアの総人口は 321 万人とされているが、海外への流出人口を考慮に入れると

300 万人程度であるという指摘もなされている。人口の約 3 割が首都エレヴァンに集中しており、

第二の都市は1988年のアルメニア大震災で大きな被害を受けた東北部のギュムリ（人口21万人）、

第三の都市は北部のヴァナゾール（人口 17 万人）である。行政区分として首都エレヴァンを含む

11 のマルズと呼ばれる州が設けられている。また人口の 9 割以上がアルメニア人であるが、ロシア

人、アゼルバイジャン人、クルド人等も居住している。 

アルメニアは多くの移民を排出してきた国であり、現時点において海外に住居するアルメニア人

の方が国内の人口よりも多く、ロシア等 CIS 諸国、米国、フランス、中東、その他世界各国に散ら

ばっており、在外アルメニア人の本国への送金は貿易赤字を相当程度埋める重要な要素となってい

る。 

年齢別の人口構成は、図 1-1 に示すよ

うに女性 51.4％、男性 48.6％となってい

る。また近年、貧窮した経済状況等を背景

として出生率が著しく低下し、1992 年に

2.2 であった合計特殊出生率が 2002 年に

は 1.2 に落ち込んでおり、今後のアルメニ

アの経済発展のために必要な人材の確保

の面においても、母子保健分野に対する保

健医療サービスの改善が重要であるとい

える。 

(千人) 

(年齢ｸﾞﾙｰﾌﾟ) 

出典：Statistical Yearbook of Armenia 2003  

図 1-1 人口構成 
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(2) 医療指標と疾病構造 

アルメニアの保健医療は、社会主義経済からの市場化による経済の混乱、旧ソ連式の医療システ

ムからの脱却の遅れ、隣国との紛争、大地震などの影響により、医療施設・機材のメンテナンスの

不備、必需品の不足、医薬品不足、医療従事者の低賃金等の問題を抱えており、これらを原因とし

た国民の医療機関への不信感、医療離れ、医療従事者の意欲の低下、医療従事者への教育の不足が

アルメニア国民の衛生・健康状態に悪影響を与えている。また医療機関が集中する都市部と医療機

関が不足しがちな地方との保健医療サービスの格差の広がりが指摘されている。 

表 1-1 にアルメニアにおける保健医療指標を示す。 

 
表 1-1 保健医療指標 

  1999 2000 2001 2002 2003 
人口  3,803 3,802 3,800 3,201 3,212
平均寿命  73.9 74.7 73.2 73.1 73.5
出生率 (人口 1,000 人対) 9.6 9.01 8.44 10.04 11.15
死亡率 (人口 1,000 人対) 77.3 78.0 75.5 74.7 75.9
乳児死亡率 (出生 1,000 人対) 15.4 15.6 15.4 13.3 12.0
周産期死亡率 (出生 1,000 人対) 17.1 16.3 14.8 13.4 13.1
妊産婦死亡率 (出産 100,000 人対) 32.9 52.5 21.8 18.6 19.2
人工中絶 (女性 1,000 人対) 13.5 10.9 9.5 10.7 11.8
医師数  12,625 1,2270 1,1529 1,1508 1,1728
医師数 (人口 10,000 人対) 33.2 32.3 30.3 35.8 30.0
病床数 (人口 1,000 人対) 62.0 54.7 42.5 43.5 44.2
医療施設数  522 549 508 - 499
国家病院数  174 146 142 135 137
母子保健院数  19 19 20 20 20
ﾎﾟﾘｸﾘﾆｯｸ数  213 240 208 237 234
ﾍﾙｽﾎﾟｽﾄ数  620 607 615 610 607
出典：保健省、PRSP(2003)、WHO 
 

(3) 母子保健の現状 

･妊産婦死亡 

保健省の統計によるとアルメニアの妊産婦死

亡率は、2003 年度においては 100,000 出産当た

り 19.2 件となっており、CIS 諸国の平均値より

は下回っているものの、EU 諸国に比しては 3

～4 倍となっており劣悪な状況にある（図 1-2）。

妊産婦死亡率の主な原因は出産に伴う分娩時出

血・塞栓症・産褥敗血症、中絶、感染症による

ものである。また①訓練を受けた助産婦が少ない、②母子医療設備・機材が不足している、③住民

が医療機関への到着までに長時間を要することが妊産婦死亡率に影響していることが世界銀行の

報告書等で指摘されている。 

件
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38.9 39.0
35.6 33.9
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0.0

20.0
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EU平均

出典:保健省、WHO 

図 1-2 妊産婦死亡率の比較 
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･乳児死亡 

乳児死亡率については 1,000 出生当たり 12.0 件（2003）で、主な死因は呼吸器系疾患、先天異

常であり EU 諸国の平均を大きく上回っている（図 1-3）。また 1996 年から 2000 年の平均では乳

児死亡率（0 歳～1 歳）の 54％が新生児（分娩時～28 日）の死亡に集中している。胎児にとっての

安全な出産を示す周産期（妊娠満 22 週～生後 7 日）死亡率は図 1-4 に示すとおり CIS 諸国、EU

の平均を上回っており、分娩時の適切な治療の実施のみならず、プライマリーヘルスケア（以下：

PHC）レベルでの周産期医療における包括的な妊産婦検診の強化や、安全な出産に関する知識の普

及が求められている。 

 
 18.

 15.

 
 5.

 
 
 
 図 1-3 乳児死亡率の比較 
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図 1-4 周産期死亡率の比較 
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･妊産婦検診および分娩場所 

アルメニアにおいては周産期における妊産婦検診、出産および産後検診は、国家プログラムであ

る「Basic Benefit Package Program」（以下：BBP プログラム）により無料となっており、アル

メニア保健省は WHO のガイドラインを採用し、正常妊婦は産前最低 4 回（リスク妊婦は最低 8 回）

の診断を推奨している。その結果2000年の時点では64.7％の妊婦が4回以上の診察を受けており、

最低でも産前に 1 回以上診察を受けた妊婦は 89.1％となっている（表 1-2）。 

また分娩場所については都市部では妊産婦の 99％、地方では 84％が医療施設において分娩を行

っており、医療施設における医療サービスの改善は、周産期における母子の健康の向上に貢献する

ことが可能となる。 

 
表 1-2 妊産婦の周産期検診受診回数（2000 年） 

 
 都市 地方 合計 
0 回 4.1% 11.1% 7.4% 
1 回 2.1% 12.0% 6.8% 
2～3 回 8.3% 28.2% 17.6% 
4 回以上(保健省推奨) 81.7% 45.4% 64.7% 
情報無し 3.8% 3.3% 3.6% 
出典：Armenian Demographic Health Survey 
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表 1-3 周産期検診における検査項目および検査時期 
検査項目 検査時期 

血液検査 （一般血液検査、生化学分析、ﾜｯｾﾙﾏﾝ反応もしくは赤

血球沈下反応、血液型、出血・凝固系検査） 
初診および 30 週目の２回実施  

尿検査 初診および 30 週目の２回実施  
膣内細菌検査 初診および 30 週目の２回実施 
超音波診断 20～22 週目および 34～36 週目の２回実施 
HIV 検査 *特定ﾘｽｸｸﾞﾙｰﾌﾟに対して１回実施 
その他の精密検査 必要に応じて心電図等を実施 
出典：保健省 

*過去に原因不明の感染症による死産・流産および性感染症の経験を持つ患者 

 

(4) 母子保健におけるレファレルシステム 

アルメニアの母子保健におけるレファレル体制においては、保健省が各施設がどのレベルの医療

サービスを提供できるかといった認定を行うことで、一次医療施設から三次医療施設までの区分を

表 1-4 のとおり明確化している。 

首都エレヴァンの三次医療施設である CPOG は、母子保健分野における最上位レファレル機関

として、各行政区および各村の産婦人科医療施設に対して、方法論支援、救急医療サービスの提供

および地域産科サービスの調整を行っている。また周産期医療サービス、分娩、婦人科診断を行う

と同時に、各地方医療機関からのハイリスク妊婦・出産患者の受入を行っている。 

地域における母子保健医療の中核を担う二次医療施設である母子保健院は、地域総合病院の産婦

人科として併設されている施設、もしくは母子保健院単独の施設があり、主に妊産婦診断、出産に

対応している。また各担当地域の一次医療施設に対して毎月一回、妊産婦に対する巡回診断を実施

している。 

一次医療施設であるポリクリニックおよびヘルスポストには一般的に家庭医が配属され、妊婦登

録・正常分娩・診断および産後の母子に対する検診、ワクチン接種等を実施している。 

しかし現状では多くの医療機関の施設・機材の老朽化により、各レベルの医療施設間の機能上の

格差が認められず、特に一次医療施設の人材および施設設備は劣悪な状況であることから、ドナー

による支援が進められているが、その機能は妊産婦の登録および上位病院へのレファーに限定され

ており、多くの妊産婦が正常分娩であっても二次以上の医療施設で出産している。 

表 1-4 母子保健におけるレファレル体制 

ﾚﾌｧﾚﾙﾚﾍﾞﾙ 施設 機能 

三次医療施設 
(専門外来診断・入院治療・教育)

*産婦人科周産期医学ｾﾝﾀｰ  
(Center of Perinatology, Obstetrics and 
Gynecology：CPOG) 

・ ﾊｲﾘｽｸ妊婦診断、分娩に対応 
・ 年間診察者5,000例、分娩数2,000例 
・ 首都外からの搬送、希望の来院が半数以上 

二次医療施設 
(専門外来診療・入院治療) 

 

地域総合病院産婦人科 
（Regional Hospital, OB/GYN Department） 
*母子保健院 
（Maternity House） 

・ 地域の女性の妊婦健康診断、出産に対応 
・ 帝王切開、輸血、胎盤用手剥離等基本的産

科救急に対応 
・ ﾓﾊﾞｲﾙﾁｰﾑによる地域巡回母子診断を実施 

一次医療施設 
(地域保健医療) 

 

ﾎﾟﾘｸﾘﾆｯｸ 
（Polyclinic） 
ﾍﾙｽﾎﾟｽﾄ 
（Health Post） 

・ 2,000～4,000名程度の住民対象 
・ 管轄内居住の医師、看護師、助産師 
・ 妊婦診断、正常分娩、妊産婦登録 
・産後の家庭訪問による身体計測、ﾜｸﾁﾝ接種 

出典：保健省   *本計画における対象病院 
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(5) 医師養成制度 

CPOG はエレヴァン医科大学の母子保健分野における実習機関としての役割を担っており、施設

の 6 階には教室および図書館があり、教育機材、図書が整備されている。1998 年頃からは CPOG

の実績が認められ現在では近隣諸国から多くの研修生を受入れている。アルメニアにおける医療教

育制度は大学（6 年間）、インターン（1 年間）、専門家研修（2～3 年間）となっている。 

 
1-1-2 開発計画 
(1) 国家開発計画 

アルメニアの国民 1 人当たりの GNI は 910US ドル（2003）となっているが、一日 1US ドル以下

の貧困ライン以下の階層の比重も高く、人口の 34％が貧困ライン以下であり、極貧層（年間所得

275US ドル）の人口は 16％に達し、所得格差を示すジニ係数から見ても所得配分の格差は極めて

大きい。このような背景から、アルメニアにおける国家開発計画として 2003 年に世界銀行、IMF

の指導のもと貧困削減戦略ペーパー（以下：PRSP）が策定された。 

PRSP における保健医療分野の政策においては、①PHC サービスおよび社会保健プログラムの

強化、②ターゲット選定機能の向上、③不効率な医療施設の再構築化、④母子保健サービスの強化、

⑤基礎薬剤の供給体制の向上、⑥国家財源の安定化、⑦医療システムの規則・監視体制の向上を目

的としており、本計画の対象である母子保健セクターは貧困削減戦略における重点分野として位置

づけられている。 

これを受けて、アルメニア保健省は保健医療政策として、「国家保健政策 2004-2015」（National 

Health Policy the Republic of Armenia 2004-2015）を 2003 年に策定し、母子保健、PHC および

保健財政の強化を目指している。 

 
表 1-5 PRSP における保健医療開発目標 

  2001 2006 2009 2012 2015 
乳児死亡率 出生1,000人対 15.4 14.4 13.0 11.5 10.0
幼児死亡率 出生1,000人対 20.0 15.0 14.0 13.0 12.0
妊産婦死亡率 出産100,000人対 21.8 22.0 15.5 13.0 10.0
保健医療予算 対GDP比(％) *1.18 1.9 2.1 2.3 2.5
出典：PRSP 
*2002 年のﾃﾞｰﾀを使用 
 

(3) 病院最適化計画 

首都圏を中心に著しく供給過剰な状況にある保健医療機関を人口規模に見合ったものに再編す

ることを目的とした病院最適化計画により、過剰な医療施設の統廃合、民営化が実施され、2003

年の病床数は 1987 年に比べ 48％減少している。しかしこの減少は主に小規模な地方病院の閉鎖お

よび地域・都市部の病院の病床数の削減によるものであり、保健医療財政の負担を強いている医療

スタッフ、都市部の病院施設数は大きな変化が見られず、本来の目的となる医療財政の効率的な配

分には至っていない。そのため、アルメニア保健省は「国家保健政策 2004-2015」の中期目標とし
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て①エレヴァン市内の病院および病床の 30％削減、②一次医療施設であるヘルスポストとポリクリ

ニックの機能統合、③専門医療サービス部門の総合病院への統合もしくは民営化、④地方への適正

な医療人材の配置を目標として掲げている。 

 
表 1-6 医療資源の推移 

 1987 2001 2002 2003 推移87～03 
ﾍﾙｽﾎﾟｽﾄ/ﾎﾟﾘｸﾘﾆｯｸ数（一次施設） 503 208 237 234 47％

病院数（二,三次施設） *176 142 135 137 78％

1,000人当りの病床数 8.4 4.3 4.4 4.4 52％

1,000人当りの医師数 3.9 3.0 3.6 3.0 77％

出典：保健省、世界銀行 
*1990 年のﾃﾞｰﾀを使用 

  

1-1-3 社会経済状況 
アルメニアは 1988 年のアルメニア大震災の後遺症、1991 年 9 月のソ連邦からの独立、同年 12

月のソ連邦解体、ナゴルノ・カラバフを巡っての隣国アゼルバイジャンとの交戦等の影響により、

1993 年の実質 GDP は、1991 年の 53.1%に落込み、同国の社会経済は危機的状況に陥った。1994

年 5 月にはアゼルバイジャンとの間に停戦が合意され、経済安定化と構造改革包括プログラムを策

定した。これに対し IMF、世界銀行等は経済技術援助を開始し、電力、食品産業を牽引力として

1994 年には CIS 諸国の中で最も早くプラス成長に転じた。 

鉱業、農業生産に支えられマクロ経済指標は比較的良好だが、大幅な貿易赤字が続き、財政収支

も税収不足等から赤字基調である。財政赤字補填のための国際金融機関からの借り入れを行う構造

が続いている。 

 
表 1-7 アルメニア経済指標 

  1999 2000 2001 2002 2003 
GDP (百万 US ﾄﾞﾙ) 1,845 1,915 2,118 2,368 2,797
1 人当りの GNI (US ﾄﾞﾙ) 490 520 560 790 910
GDP 成長率 (％) 3.3 6.0 9.6 12.9 13.9
交換ﾚｰﾄ AMD/USD 535.06 539.53 555.08 573.35 578.8

出典：世界銀行 
 
 
1-2 無償資金協力要請の背景・経緯および概要 

アルメニアの保健医療分野は、ソ連邦時代には質の高い保健医療サービスを提供していたが、ソ

連崩壊後の経済状況の悪化や社会制度の変化に伴い、保健医療サービスの質が著しく低下している。

このような状況に対し、政府は「国家保健制度開発改革プログラム」や「保健制度最適化プログラ

ム」を策定し、保健医療分野の改革に取り組んでいるが、保健医療サービスの質の低下は、国民、

特に弱者である女性、子供の健康にも影響を及ぼしている。 

アルメニアの周産期医療サービスは第三次医療施設である CPOG と第二次医療施設である地方
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の母子保健院等が担っている。しかしながら、これらの施設の機材の多くが老朽化しており、必要

な周産期医療サービスが提供できない状況にあるが、同国の財政難により機材の更新が困難となっ

ている。 

以上の背景から同国政府から日本国政府に対し、CPOG および 4 ヶ所の母子保健院（協力対象は

2 ヶ所）での産科医療機材についての無償資金協力の要請がなされた。 

 
1-3 我が国の援助動向 

我が国は 1996 年よりアルメニアが人材不足や経済インフラの老朽化、環境悪化等の問題に効率

的に対処し、経済的な困難を克服するため、(1)経済構造の基礎固め、(2)エネルギーセクター、(3)

運輸インフラの整備、(4)灌漑・給水システムの改善、(5)社会セクター（保健医療、教育、失業者・

貧困対策）を重点においた支援を行っている。これを受け、過去に保健医療分野の無償資金協力と

して、1999 年に本計画の対象施設である CPOG と同じ敷地内に隣接した三次医療施設に対する「ア

ルメニア医療センター医療機材整備計画」が、2001 年には小児診断・感染症対策を中心とした「医

療機材改善計画」が実施された。これらの病院では、無償資金協力による機材調達後、各病院の患

者数は大幅に増加し、病院収入も順調に伸びており、各プロジェクトで定められたプロジェクト目

標である「対象施設の医療サービスの改善」の達成度は非常に高く、アルメニアでの三次医療施設

として、トップレファレルレベルにおける良質な医療サービスの提供に貢献している。 

 
表 1-8 我が国の対アルメニア援助実績 

(1) 有償資金協力（2002 年度までの累積） ： 53.99 億円 
(2) 無償資金協力（2002 年度までの累積） ： 45.08 億円 
(3) 技術協力実績（2002 年度までの累積） ： 7.85 億円 
(４) 人道支援実績（2000 年度までの累積） ： 499 万 US ﾄﾞﾙ 

出典：外務省 

 
 
 
 

 
 
 
1-4 他ドナーの援助動向 

対アルメニアの最大のドナーは世界銀行であり、現在、医療システムの向上による国民（主に弱

者）へのアクセス、効率性、持続性の高い医療サービスの提供を目指した「アルメニア保健医療シ

ステム最適化計画」（Armenia Health Systems Optimization Project）が 2004 年 4 月から実施さ

れている。また母子保健分野においては UNICEF、USAID、ドイツ政府等の援助が実施されてお

り、対象施設である CPOG においては、USAID 資金による NGO からの消耗品、中古機材（ベッ

ド 12 台、保育器 2 台）、ギリシア政府から電気メスと手術台各１台が供与されている。またドイ

ツ政府の援助機関であるドイツ復興金融公庫（KFW）からのＸ線機材と IVF（体外授精）関連機

材の無償機材供与が 2005 年に予定されている。 
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表 1-9 主要ドナーの援助計画・実績 
実施機関 年度 概要 

世界銀行 

1998～ 
2002 

 
2004～

2009 

Health Financing and Primary Health Care Development Project 
・ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾍﾙｽｹｱの強化 
・保健医療財政のｼｽﾃﾑ化 
Armenia Health Systems Optimization Project 
・ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾍﾙｽｹｱの拡大 
・ﾊﾟｲﾛｯﾄ病院の再構築および機能の向上計画の実施 
・政府の公衆衛生における予防・管理能力の向上 

UNICEF 1999～ Baby Friendly Hospital Program 
・一次ﾚﾍﾞﾙの医療従事者の教育 

UNFPA 2001～

2004 
The National Reproductive Health Program 
・家族計画指導、物品の配布、救急車供与 

USAID 
 

(CARE LIFT) 
(Prime-2) 

2004～

2008 

Social Transition Program 
・社会保障・保健医療ｼｽﾃﾑ向上支援 
・ﾌｧﾐﾘｰﾒﾃﾞｨｽﾝの導入、強化 
・PHC ﾚﾍﾞﾙでの助産士の訓練 
・医療廃棄物管理指導 
・CPOG に対しては、消耗品、中古機材（ﾍﾞｯﾄﾞと保育器）供与 
・ｶﾞﾊﾞｰﾙ母子保健院の管理部門の改修供与 

ﾄﾞｲﾂ政府 
（KFW） 2003～ 

・ｴﾚｳﾞｧﾝ市内のｴﾚﾌﾞﾆ病院、第 3 救急病院、CPOG および母子病院の４施設

に対する機材無償援助、うち CPOG に対しての機材供与は 12 機材でＸ線

機材とＩＶＦ（人工授精）関連機材が中心 
・GTZ が全国結核対策技術協力プロジェクトを実施中（ﾗﾎﾞ・PHC 職員に対す

るﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ、巡回指導用４輪駆動車 12 台、薬剤、顕微鏡などを PHC 施設

に供与予定）CPOG 外来棟２F に管理部門ｵﾌｨｽを間借りしている 
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プロジェクトを取り巻く状況 

 



第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 
(1) 保健省 

本計画の主管官庁になるアルメニア国保健省（Ministry of Health）は、アルメニア国の社会福

祉セクターと保健医療セクターを統括的に管轄し、旧社会主義体制から脱却し、業務内容の特化お

よび効率化を図ることで保健医療政策策定機関としての機能の向上を目指している。またアルメニ

アの公的医療機関の機材の購入、医療機材の基準整備、医療機関（民間・公共双方）への専門家に

よる医療設備の使用方法の指導、維持管理の政策の施行等を行っている。 
本計画においては、国際機関・他ドナーによる援助の窓口として、また我が国の ODA や世界銀

行による医療プロジェクトの実施経験を有する保健省内の外交部および母子保健部が直接担当と

なる。 
図 2-1 に保健省組織図・役割を示す。 
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図 2-1 保健省組織図・役割 

 
(2) 対象病院 

アルメニアの母子保健医療サービスは、第三次医療施設である CPOG と第二次医療施設である

地方の母子保健院等が担っている。 
本計画における対象病院であり、首都エレヴァンに位置する CPOG、ガバール母子保健院および

ハラズダン母子保健院の病院概要を表 2-1 に示す。 

2-1 
 

 



表 2-1 対象病院の概要 
 CPOG ｶﾞﾊﾞｰﾙ母子保健院 ﾊﾗｽﾞﾀﾞﾝ母子保健院 
州 ｴﾚｳﾞｧﾝ市 ｹﾞｶﾞﾙﾆｸ州 ｺﾀｲｸ州 
院長 Prof. Razmik Abrahamyan Dr. Hovhannes Chichoyan Dr. Nariwauyan Henrik 
設立年 1975年 1936年 （母子棟1970年） 1963年 

ﾍﾞｯﾄ数 210床（産科40床、 
婦人科60床、新生児50床、他）

40床（産科25床、 
婦人科15床） 

60床（産科40床、 
婦人科20床） 

ﾍﾞｯﾄﾞ占有率 65～75% 52％ 60% 
手術室数 6室 2室 2室 
分娩室数 6室 3室 2室 
裨益人口 約960,000人 約70,000人 約80,000人 
CPOGへの年間ﾚﾌｧｰ患

者数 - 75人 （2002年） 
82人 （2003年） 

８８人 （2002年） 
92人 （2003年） 

CPOGまでの車での所

要時間 - 120分 40分 

診療科 

産科、婦人科、ﾗﾎﾞ、新生児

科、小児科（第二次新生児ｹｱ）

NICU、ICU、ｳｰﾏﾝｽﾞｺﾝｻﾙﾃｰｼ

ｮﾝ（外来）、放射線科、内視

鏡・腹腔科、人工授精科、結

核婦人科 

産科、婦人科、ﾗﾎﾞ、新生児

科、NICU、ICU、ｳｰﾏﾝｽﾞｺ

ﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ（外来） 

産科、婦人科、ﾗﾎﾞ、新生児

科、NICU、ICU、ｳｰﾏﾝｽﾞｺ

ﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ（外来） 

医師数 66名 14名 16名 
看護士数 125名 42名 49名 
技師数 5名 3名 3名 

 
 
1) 産婦人科周産期医学センター（CPOG） 
CPOG は、我が国の過去の無償資金協力により整備されたアルメニア医療センターと同一の敷地

内にあり、元々は同医療センターの前身である共和国病院の産婦人科であったが、1988 年に独立

した施設となった。アルメニアにおける母子保健分野での最上位レファレル機関として産科、婦人

科、新生児科、外来部門等があり、周産期医療サービス、分娩、婦人科診断、不妊治療を行うと同

時に、地方医療機関からのハイリスク妊婦・出産患者の受入を行っている。また国内で最も多い年

間約 2,000 件の分娩を行い、その約 43％がリスク出産となっている。 
また CPOG は、各地方行政区および各村の医療施設に配備された産婦人科医療施設に対して、

方法論支援、救急医療サービスの提供、地域産科医療サービスの調整および医療スタッフの訓練を

行うと同時に、医科大学の実習機関としての役割を担っている。1998 年頃からは近隣諸国からも

多くの研修生を受入れている。現在の経営形態は、病院スタッフと保健省が株を共有している複合

型株式企業となっているが、本調査において、医療サービスの提供は保健省管理の下にあり、今後、

民間に売却される等の計画は無く、本計画により調達される全ての機材は国家の所有となる旨が確

認された。 
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表 2-2 CPOG における医療指標 
分類 項目 2001 2002 2003 

患者数 妊産婦登録数 1,900人 2,157人 2,400人

 一般外来 3,826人 3,880人 3,940人

敗血病 431件 439件 631件主要疾病件

数 泌尿生殖器系疾患 1,820件 1,780件 1,930件

 貧血症 740件 670件 530件

 妊娠中毒症 320件 260件 244件

 合併症 52件 57件 76件

 不妊症 210件 232件 222件

 その他（子宮内膜症、月経不順） 253件 442件 307件

帝王切開 451件 483件 583件主要手術件

数 子宮全摘 472件 383件 392件

 子宮筋腫核出 20件 14件 13件

 卵巣腫瘍 69件 77件 73件

 子宮外妊娠 58件 69件 57件

 子宮内膜症 13件 10件 16件

 子宮脱 70件 60件 72件

 その他（癌、腫瘍） 41件 22件 31件

子宮全摘 65件 84件 56件腹腔鏡手術

件数 子宮筋腫核出 23件 11件 13件

 卵巣腫瘍 41件 47件 37件

 子宮外妊娠 25件 29件 29件

 子宮内膜症 28件 47件 31件

 不妊症 136件 159件 141件

 その他（腹膜炎等） 38件 41件 49件

分娩 全出産数 1,735件 1,808件 1,929件

 ・正常分娩 1,284件 1,325件 1,348件

 ・異常分娩 451件 483件 581件

 ・帝王切開 449件 483件 579件

 ・鉗子分娩 2件 0件 2件

 早産（28～36週） 207件 281件 222件

 中絶（自然、人工） 611件 473件 467件

(85％人工中絶)
 妊産婦死亡 1件 0件 1件

 出生件数 1,686件 1,777件 1,894件

 ･正常 1,499件 1,532件 1,618件

  ･未熟児（2,500g以下） 187件 245件 276件

 新生児死亡 78件 66件 60件

検査件数 一般血液検査 10,947件 11,207件 12,400件

 凝固系検査 751件 892件 1,160件

 生化学検査 3,826件 3,880件 3,940件

 血液ｶﾞｽ検査 350件 420件 480件

 電解質検査 270件 320件 370件

 細菌検査 4,300件 4,600件 5,170件

 ｳｲﾙｽ検査 2,200件 2,370件 2,510件

 内分泌検査 2,350件 2,560件 2,890件

 染色体検査 578件 666件 810件

 尿検査 11,270件 12,365件 14,370件
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2) 母子保健院（Maternity House） 
協力対象施設選定のための短期専門家派遣（2004 年 1 月）による協力対象サイト選定の結果、

エレヴァンから日帰り可能な距離にあり、協力効果が期待できるガバールおよびハラズダン母子保

健院の 2 ヶ所を技術協力プロジェクト（アルメニア国リプロダクティブプロジェクト）および本無

償資金協力の対象施設とすることが合意された。 
本計画の対象病院は単独の母子保健院となっており、二次医療施設として各地域の母子保健領域

の中心的役割を担っている。また各担当村（10～13 村）への巡回妊産婦診療を毎月一回実施して

いることや、従来一次医療施設で対応可能な正常な妊娠であっても、殆どが母子保健院において出

産を行っていることなどからも、母子保健院への協力は裨益対象となるコミュニティーの末端まで

インパクトを波及することが確認された。一方、第二次レベルで対応可能な異常分娩の患者の多く

が CPOG において診断・治療を受けるケースが多く、CPOG の負担が高くなっている傾向にあり、

その対応が求められている。 
 

表 2-3 ガバール母子保健院における医療指標 
分類 項目 2001 2002 2003 

患者数 妊産婦登録数 622人 643人 740人

 一般外来 382人 421人 403人

敗血病 250件 227件 253件主 要 疾 病 件

数 泌尿生殖器系疾患 141件 210件 154件

 貧血症 70件 52件 63件

 妊娠中毒症 23件 17件 42件

 合併症 24件 30件 19件

 その他 38件 54件 92件

帝王切開 30件 33件 28件主 要 手 術 件

数 子宮筋腫核出 82件 67件 75件

 卵巣腫瘍 35件 34件 21件

 子宮外妊娠 10件 15件 9件

 子宮内膜症 2件 3件 2件

分娩 全出産数 664件 683件 760件

 ・正常分娩 633件 649件 732件

 ・異常分娩 31件 34件 28件

 ・帝王切開 30件 33件 28件

 ・鉗子分娩 1件 1件 0件

 早産（28～36週） 67件 77件 70件

 中絶（自然、人工） 205件 184件 201件

 妊産婦死亡 0件 0件 0件

 出生件数 635件 652件 723件

 ・正常 564件 572件 653件

 ・未熟児（2,500g以下） 71件 80件 70件

 新生児死亡 13件 12件 11件
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表 2-4 ハラズダン母子保健院における医療指標 
分類 項目 2001 2002 2003 

患者数 妊産婦登録数 792人 801人 892人

 一般外来 497人 432人 400人

敗血病 49件 50件 49件主要疾病件

数 泌尿生殖器系疾患 115件 104件 110件

 貧血症 381件 362件 301件

 妊娠中毒症 9件 29件 25件

 合併症 149件 137件 132件

 その他 0件 2件 6件

帝王切開 62件 54件 69件主要手術件

数 子宮全摘 70件 77件 60件

 子宮筋腫核出 2件 1件 4件

 卵巣腫瘍 12件 18件 11件

 子宮外妊娠 0件 3件 0件

 子宮内膜症 0件 0件 0件

分娩 全出産数 862件 781件 925件

 ・正常分娩 795件 722件 852件

 ・異常分娩 67件 59件 73件

 ・帝王切開 62件 54件 69件

 ・鉗子分娩 5件 5件 4件

 早産（28～36週） 80件 63件 78件

 中絶（自然、人工） 356件 338件 315件

 妊産婦死亡 0件 1件 0件

 出生件数 863件 758件 907件

 ・正常 759件 699件 818件

 ・未熟児（2,500g以下） 104件 99件 105件

 新生児死亡 15件 12件 16件

 

 

2-1-2 財政・予算 

(1) 保健医療財政 

アルメニアの保健医療財政に関してPRSPでは、2015年までに保健医療予算を対GDP比の2.5%
とすることを目指している。しかし現状では 1998～2002 年の対 GDP 比で 1.43～1.18%、対国家

予算比で 6.7～6.0%と落ち込んでおり、CIS 諸国の対 GDP 比平均である 2.9％に比べ大幅に低い

水準となっている。このため各医療施設間での効率的な連携体制、効果的な医薬品、医療機材の購

入が求められている。 
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表 2-5 保健省予算の内訳と推移 
（*百万ﾄﾞﾗﾑ） 

  1999 2000 2001 2002 2003 
歳入 国家予算 20,530.5 20,311.4 18,252.1 16,090.7 21,014.0
 国際機関からの援助 1,000.0 1,768.0 1,211.0 1,071.0 1,200.0
歳入合計 21,530.5 22,079.4 19,463.1 17,161.7 22,214.0
歳出 各医療施設への支払（BBP） 18,506.0 18,352.5 16,160.7 14,916.2 17,125.4
 保健ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 1,537.9 2,636.5 2,177.0 1,230.9 588.2
 医療施設改修費 282.0 - 135.0 74.3 140.0
 機材購入費 277.7 150.0 150.0 - 500.0
 薬品、消耗品、機材維持管

理費 
926.9 940.4 840.4 940.3 3,860.4

歳出合計 21,530.5 22,079.4 19,463.1 17,161.7 22,214.0
出典: 保健省 *1 ﾄﾞﾗﾑ=0.19 円 
 

(2) Basic Benefit Package Program（BBP プログラム） 

「全ての国民に医療を」を目的として、法律に基づき必要な最低限の治療を国庫負担により受け

ることを保障している。BBP によりカバーされる診察料は、結核治療、感染症、性感染症、産婦

人科検診、小児診療、慢性疾患、社会的弱者、救急医療、公衆衛生、PHC 等が対象となっており、

限られた公的資金の中で効率的に国民の健康を守れるということを特徴としている。母子保健分野

においては、周産期における妊産婦診断および出産が無料で実施されており、表 2-6 に示すように

それぞれの診療費の規定に従い、各病院からの実施件数による診療費の申請をもとに保健省予算よ

り各病院へ診療費が支払われる。 
低迷している経済状態、高い失業率という社会状況下において運用資金の徴収はままならず、実

際に医療機関へ支払われる金額は実費からかけ離れた状態が続き、患者のインフォーマルな医療費

負担を招いていたが、近年では病院最適化計画や PHC に重点を置いた保健省予算配分により、改

善傾向が見られる。 
 

表 2-6 周産期における BBP プログラムの診療内容および規定料金  
                                         (ﾄﾞﾗﾑ)             

診療内容 料金 
正常分娩 42,000 
帝王切開 68,000 
異常分娩 48,000 
一般婦人科治療（重症） 62,500 
入院（3日以内） 8,800/日 
血液検査、尿検査（一般血液検査、生化学分析、ﾜｯｾﾙﾏﾝ反応、赤血球

沈下反応、血液型、出血・凝固系検査） 
600/各項目 

膣内細菌検査 800 
機能検査（心電計、肺活量等） 700/各項目 
超音波診断 900 
救急治療 10,000 

出典: 保健省 *1 ﾄﾞﾗﾑ=0.19 円 
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表 2-7 対象病院への BBP プログラム実施実績に対する保健省からの支払い状況 
 2001 2002 2003 
CPOG 88.5% *104.0% 100% 
ｶﾞﾊﾞｰﾙ母子保健院 46.0% *144.0% 100% 
ﾊﾗｽﾞﾀﾞﾝ母子保健院 52.8% 83.6% 100% 
*前年度の未払い分の補填を含む  

 
(3) 対象病院における収支 

各対象病院は基本的に独立採算制による自主運営を実施しており、その収入源は周産期ケア、分

娩等を対象とした BBP プログラムによる国庫からの診療費の支払いおよび BBP プログラム対象

外の診療に対する患者負担費によるものである。各対象病院の収支状況はほぼバランスしており、

これは前記の表 2-7 の通り、BBP プログラムによる各対象病院への支払いが、2002 年以降、請求

金額に対しほぼ 100％払い込まれているためで、以前のような予算の逼迫による医療スタッフへの

給料の遅配等は解消され、現在では対象病院の経営は健全化に向かっているといった調査結果を得

た。一方、2003 年度の CPOG の収支に関しては、外来部門の大規模な施設改修工事（2004 年末

に完工）を独自に実施したために施設改修費の歳出が増加している。 
 

表 2-8 CPOG の収支状況 (千ﾄﾞﾗﾑ) 
   2001 2002 2003 

歳入 保健省予算 130,593 170,522 163,391 
 患者負担 98,687 102,657 101,004 
 その他 9,986 10,938 13,413 
歳入合計 241,266 284,117 277,808 
歳出 人件費 130,719 131,301 98,982 
 薬品 37,357 42,650 45,004 
 施設改修費 12,834 20,048 43,287 
 機材購入費 4,037 3,610 3,500 
 消耗品 3,810 3,770 4,400 
 機材維持管理費 2,025 1,860 2,555 
 光熱費、その他 47,484 81,078 81,882 
歳出合計 238,266 284,317 279,610 
収支 1,000 *-200 *-1,802 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

*2002 年、2003 年度は施設改修工事実施により収支がﾏｲﾅｽとなっている 
*1 ﾄﾞﾗﾑ=0.19 円 
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表 2-9 ガバール母子保健院の収支状況 (千ﾄﾞﾗﾑ)       
  2001 2002 2003 
歳入 保健省予算 26,186 24,420 34,860 
 患者負担 197 2,591 3,128 
 その他 498 - - 
歳入合計 26,881 27,011 37,988 
歳出 人件費 15,300 14,603 20,930 
 薬品 1,400 406 1,454 
 施設改修費 16,442 708 1,759 
 機材購入費 850 - 850 
 消耗品 700 350 100 
 機材維持管理費 350 275 875 
 光熱費、その他 4,917 4,741 6,003 
歳出合計 39,959 21,083 31,971 
収支 -13,078 5,928 6,017 

*1 ﾄﾞﾗﾑ=0.19 円 
 
 

表 2-10 ハラズダン母子保健院の収支状況 (千ﾄﾞﾗﾑ) 
  2001 2002 2003 
歳入 保健省予算 41,691 38,213 51,214 
 患者負担 2,524 5,214 4,509 
 その他 - 136 1,930 
歳入合計 44,215 43,563 57,653 
歳出 人件費 20,334 20,438 24,993 
 薬品 6,076 6,208 7,533 
 施設改修費 483 158 1,741 
 機材購入費 - 22 - 
 消耗品 1,380 1,410 1,705 
 機材維持管理費 - 38 141 
 光熱費、その他 16,463 5,897 16,892 
歳出合計 44,736 34,171 53,005 
収支 -521 9,392 4,648 

*1ﾄﾞﾗﾑ=0.19円 
 
 

2-1-3 技術水準 
本計画における調達対象機材の多くが既存の老朽機材の更新であると同時に、主に母子保健院へ

の調達対象機材は基礎的な機材に限定される。また CPOG における医療スタッフの技術水準に関

しても、同病院が旧ソ連時代からの母子保健分野における医療サービスの提供および教育機関とし

ての拠点施設であったこと、独立後にモスクワおよび欧米各国での先進医療施設における勤務経験

がある医師が多く勤務している。これらの点から調達が予定されている機材の使用および維持管理

に関しては、問題は無いと判断できる。一方、CPOG に調達が予定されている腹腔鏡等の比較的使

用が困難とされている機材の調達に関しても、担当医師が欧米・ロシアの第三次医療施設での業務

経験を有していること、既存機材の更新であることなどから調達機材の使用・運営には問題が無い

と判断される。 
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2-1-4 既存の施設・機材 
(1) 対象施設の概況 
･産婦人科周産期医学センター（CPOG） 

対象病院である CPOG は 1975 年に建設された地下 1 階、地上 6 階の施設が主診療棟となって

いる。地下には滅菌室が位置し、地上は 1 階に外来診療部および病院管理部、2 階に婦人科救急診

療、検査、家族計画、X 線撮影・診断、3 階および 4 階が産科診療部（感染症妊産婦とその他の重

症妊産婦を区別）、5 階が婦人科診療部、6 階にセミナーや医療従事者の研修を行う諸室が備わっ

ている。また 1 階の産婦人科外来の一部（2004 年末完了）を除き施設改修が完了しており、電気

配線、給排水設備等のユーティリティーは完備されており、無償資金協力による機材供与の受け入

れ態勢は既に整っている。 
電力事情に関しては、CPOG の引き込み電圧は 6KV で地中埋蔵により敷地内の受変電室に供給

されている。電力供給は医療施設の重要性から 2 系統で供給を受けており、1 系統が遮断した場合

には自動的に瞬時に他系統に切り替わることになっている。停電はまれであり電圧も安定しており、

主診療棟には停電時の自動切換え非常電源として手術室および ICU を対象とした 7.2KVA の発電

機が設置されていることから、容量としては十分であり、CPOG における電力事情に関しては問題

がないと判断できる。また給水状況については、市水および地下水を使用しており、断水は無く供

給量および水質も良好である。 
 

･ガバール母子保健院 

ガバール母子保健院は 1963 年に建設された地上 3 階建て施設であり、1 階に病院管理、外来診

療部、検査、超音波・診断、滅菌の各部門が、2 階が産科診療部、新生児集中治療室（NICU）、3
階に婦人科診療部、ICU が位置している。これまでに１階の管理部が USAID の支援によって改修

が行われた。 
電力に関しては、近隣の水力発電所から直接電力を引き込んでいるため、停電は無く電圧も安定

しており、さらに非常電源として手術室を対象とした 1.5KVA の小型発電機が設置されている。ま

た市水の供給状況は時間帯により水量が不足するが、施設内にリザーブタンクが設置されており、

緊急時に対応している。 
 
･ハラズダン母子保健院 

ハラズダン母子保健院は 2 階建て施設が 2 棟横並びに建設されている。2 階に産科診療部が置か

れており、1 階に病院管理、外来診療部、検査、超音波・診断、ならびに婦人科診療部があり、ま

た１階の婦人科病棟では 2004 年に改修工事が実施された。 
電力に関しては、停電は無く電圧も安定しおり、非常電源として全館をカバーした 75KVA の発

電機が設置されている。測定電圧が 251V と定格電圧の 220V に対して若干、高くなっているが、

これは病院のトランスの設定を高めに調整していることに起因していると思われ、再調整により対

応が可能である。市水の供給状況は時間帯により水量が不足することがあるが、施設内にリザーブ
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タンクが設置されており緊急時に対応している。 
 

表 2-11 各対象病院の設備状況 

 CPOG ｶﾞﾊﾞｰﾙ母子保健院 ﾊﾗｽﾞﾀﾞﾝ母子保健院 
平均測定電圧 
（定格220V） 

207.0V 
（Max 210.3V Min 200.6V） 

221.0V 
（Max 224.5V Min 215.9V） 

251.5V 
（Max 253.7V Min 247.1V） 

停電 1回/月 （0.5～2ｈ） 無し 無し 
非常用発電機 7.2KVA 2台 1.5 KVA 1台 (1986) 75KVA 1台 (1985) 
給水 市水、地下水 市水 （ﾘｻﾞｰﾌﾞﾀﾝｸ所有） 市水 （ﾘｻﾞｰﾌﾞﾀﾝｸ所有） 
排水 市地下水管に放流 市地下水管に放流 市地下水管に放流 
暖房 ｾﾝﾄﾗﾙﾋｰﾃｨﾝｸﾞ 電熱による個別暖房 電熱による個別暖房 
通信 18回線 4回線 4回線 
ﾌﾛｱｰ数 
（括弧内は延べ床面積） 

本館:６F+地下 （6,048m2） 
別館:２F 

3F+地下一部 （2,143m2） 2F+地下 （1,423m2） 

施設構造 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 
 
 (2) 対象病院における既存機材の現状 

対象施設では旧体制時代から政府予算の不足により医療機材の更新が遅れていた。1988 年の大

地震時の緊急支援、ユニセフなどの国際援助機関より供与された乾熱滅菌器やワクチン用冷蔵庫、

USAID、ギリシャ等、他援助機関からの中古機材中心の僅かな機材供与などにより欧州製の医療

機材が若干備わっているものの、1975 年の設立時から 1985 年頃までに調達された旧ソ連製機材

が主流であり、医療機材の不足と既存機材の老朽化が更に深刻化し、適切な医療サービスの提供に

支障をきたしている。図 2-6 に示すとおり、対象施設での既存機材のほとんどが 10～30 年間使用

されたもので、総じて更新の必要を生じており、その数量も不足している。 
 
また表 2-12 に各対象病院の既存機材の状況を示す。 
 
 
 

*数値は既存機材数 

図 2-2 対象病院における既存機材の老朽化状況 
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1)　CPOG 稼働状況：1-良好, 2-故障頻繁,3-使用不能

配置場所(科名) 機材名 数量 導入年 稼働状況 製造業者名 型式 仕様等 備考

外来・人工授精・洗濯棟

1F 洗濯室 洗濯機 1 1980 2 旧ｿ連 25kg

洗濯機 1 1985 2 旧ｿ連 50kg

洗濯機 1 1985 2 旧ｿ連 50kg

脱水機 1 1985 2 旧ｿ連 30kg

脱水機 1 1985 3 旧ｿ連 30kg

ｼｰﾂﾌﾟﾚｽ機 1 1985 2 旧ｿ連

2F 人工授精・準備室 CO2培養器 1 1985 1 Wild Leitz mms ﾌﾗﾝｽ製

単眼顕微鏡 1 1985 1 American Optical RT 260 単眼 米国製

培養基 1 1985 1 Heraeus 90 lit. ﾄﾞｲﾂ製

冷凍保存室 ﾌﾘｰｻﾞ 1 1985 1 旧ｿ連

ﾌﾘｰｻﾞ 1 1985 1 旧ｿ連

処置室 婦人科検診台 4 1985 1 ﾕﾆｾﾌ供与

主診療棟

BF 滅菌室 蒸気滅菌器 1 1988 1 Vernitron Medical 180 lit. 米国製

蒸気滅菌器 1 1975 2 旧ｿ連 150 lit. 縦型

蒸気滅菌器 1 1975 3 旧ｿ連 150 lit

1F 外来診療部

1. 超音波検査室 超音波診断装置 1 1985 2 東芝 SAL-77B 3.75MHz

2. 妊婦診察室 分娩監視装置 1 1988 2 Corometrics 116 ECG、心拍、陣痛 米国製

3. 妊婦登録 診察台 1 1975 1 旧ｿ連

乾熱滅菌器 1 1975 旧ｿ連 50-60 lit.

2F 婦人科救急部・検査

1. 救急処置室(1) 婦人科検診台 1 1975 2 旧ｿ連

婦人科検診台 1 1975 2 旧ｿ連

吸引器 1 1975 3 旧ｿ連

2. 救急処置室(2) 婦人科検診台 1 1975 2 旧ｿ連

婦人科検診台 1 1988 2 旧ｿ連

乾熱滅菌器 1 1988 1 旧ｿ連

煮沸消毒器 1 1975 1 旧ｿ連

3. 滅菌室 煮沸消毒器 1 1975 2 旧ｿ連

4. 検査室（生化学） 培養器 1 1980 1 旧ｿ連 60-70 lit.

遠心器 1 1980 1 旧ｿ連 Max. 3,000rpm

顕微鏡 1 1975 1 旧ｿ連 単眼、反射鏡

比色計 1 1985 2 旧ｿ連

5. 検査室（血液） 顕微鏡 1 1980 1 旧ｿ連 単眼、反射鏡

培養器 1 1980 1 旧ｿ連

遠心器 1 1980 1 旧ｿ連

白血球ｶｳﾝﾀｰ 1 1980 1 旧ｿ連

6. X線室 一般撮影X線装置 1 1976 3 ﾊﾝｶﾞﾘｰ MS-125

一般撮影X線装置 1 1976 2 ﾊﾝｶﾞﾘｰ 撮影：1～2名／日

移動型X線装置 1 1976 3 旧ｿ連 MASCOT FF-50

3F 産科（感染症妊産婦）

1. 分娩室 分娩台 1 1980 2 旧ｿ連

分娩台 1 1980 2 旧ｿ連

体重計（新生児） 1 1980 2 旧ｿ連 20kg

診察灯 1 1985 1 旧ｿ連 1灯

診察灯 1 1985 1 旧ｿ連 1灯

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1980 3 AMEDA ｽｲｽ製

2. 手術（帝王切開） 手術灯（9灯） 1 1975 2 旧ｿ連 9灯

手術灯（移動、4灯） 1 1980 2 旧ｿ連 4灯

手術台 1 1975 2 旧ｿ連

人工呼吸器 1 1980 3 旧ｿ連

麻酔器 1 1980 2 旧ｿ連

3. 滅菌室 乾熱滅菌器 1 1985 2 Chirana HS 202A 150 lit. 旧ﾁｪｺｽﾛﾊﾞｷｱ製

4. 新生児ICU ﾊﾞｼﾈｯﾄ 1 1980 1 旧ｿ連 老朽化

ﾊﾞｼﾈｯﾄ 1 1980 1 旧ｿ連 老朽化

ﾊﾞｼﾈｯﾄ 1 1980 1 旧ｿ連 老朽化

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1980 3 AMEDA ｽｲｽ製

保育器 1 1980 3 Isola 37 ﾌﾗﾝｽ製

5. 新生児室 ﾊﾞｼﾈｯﾄ 8 1980 1 旧ｿ連

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1980 2 旧ｿ連

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1980 3 旧ｿ連

表2-12　対象病院における既存機材の状況



配置場所(科名) 機材名 数量 導入年 稼働状況 製造業者名 型式 仕様等 備考

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1980 3 旧ｿ連

4F 産科（重症妊産婦）

1. 分娩室 分娩台 1 1980 2 旧ｿ連

分娩台 1 1980 2 旧ｿ連

診察灯（1灯） 1 1980 2 旧ｿ連 1灯

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1980 3 旧ｿ連

2. 手術（帝王切開） 手術灯 1 1975 2 旧ｿ連 9灯

手術灯、移動型（4灯） 1 1980 2 旧ｿ連 4灯

診察灯（1灯） 1 1980 2 旧ｿ連 1灯

麻酔器 1 1975 2 Penlon

吸引器 1 1980 2 旧ｿ連 2瓶

3. 滅菌室 乾熱滅菌器 1 1985 2 Chirana HS 202A 150 lit. 旧ﾁｪｺｽﾛﾊﾞｷｱ製

乾熱滅菌器 1 1975 2 旧ｿ連 80 lit.

4. 新生児ICU ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1985 3 Treston Neotherm ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ製

人工呼吸器 1 1985 2 Bear Cub 米国製

保育器 1 1996 1 Air Shields C200 QT 2003年：USAID中古機材供与

保育器 1 1996 1 Air Shields C200 QT 2003年：USAID中古機材供与

保育器 1 1996 1 Mediprema ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ製

保育器 1 1996 3 Mediprema Isola ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ製

光線治療器 1 1980 3 AMEDA

光線治療器 1 1980 3 旧ｿ連

ｼﾘﾝｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟ 1 1985 2 旧ｿ連

体重計 1 1985 1 Vaaka Instra 20kg ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ製

5. 新生児室（1） 保育器 4 1980 3 旧ｿ連

6. 新生児室（2） ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 3 1980 3 旧ｿ連

5F 婦人科

1. 診察室 婦人科検診台 1 1988 2 旧ｿ連

婦人科検診台 1 1988 2 旧ｿ連

乾熱滅菌器 1 1988 2 旧ｿ連

冷蔵庫 1 1988 2 Vest Frost Ice-Lined ﾃﾞﾝﾏｰｸ製､ﾕﾆｾﾌ供与

診察灯 1 1988 2 旧ｿ連 1灯

2. 滅菌室 滅菌器 1 1988 2 Amsco 30-40 lit.

3. 手術室(1) 手術灯 1 1980 1 旧ｿ連 9灯＋4灯

手術台 1 2001 1 Schaerer AXIS 500 2002年：ｷﾞﾘｼｬ供与

手術台 1 1975 2 旧ｿ連

電気ﾒｽ 1 2001 2 Surtron LED ｲﾀﾘｱ製､2002年：ｷﾞﾘｼｬ供与

電気ﾒｽ 1 1980 2 旧ｿ連 3H-57M 切開、凝固

人工呼吸器 1 1995 1 Siemens 900C 切開、凝固

人工呼吸器 1 1980 2 Bennett PR-2 ｻｰﾎﾞ

吸引器 1 1988 2 Sklar 100-15 2 btls. 米国製

吸引器 1 1988 2 C.M. SORENSEN 68MOD 2 btls. 米国製

吸引器 1 1975 2 旧ｿ連 2 btls.

除細動器 1 1975 2 旧ｿ連 BAC-50IIP

除細動器 1 1994 2 HP LIFEPAC 5 米国製

心電図ﾓﾆﾀｰ 1 1988 1 旧ｿ連 UM-4212CP

4. 手術室(2) 手術灯 1 1980 1 旧ｿ連 7灯

手術台 1 1975 2 旧ｿ連

電気ﾒｽ 1 1975 2 旧ｿ連

5. 腹腔鏡室 光源 1 1990 2 WISAP 250K ﾄﾞｲﾂ製

起腹器 1 1990 2 WISAP OP-PNEV ﾄﾞｲﾂ製

凝固器 1 1990 2 STORZ 26027 ﾄﾞｲﾂ製

吸引器 1 1990 2 STORZ 26173V ﾄﾞｲﾂ製

ﾓﾆﾀｰ 1 1990 2 SONY 20 inch

ｶﾒﾗｺﾝﾄﾛｰﾙ 1 1990 2 OLYMPUS OTV-S

ﾋﾞﾃﾞｵ装置 1 1990 2 JCV HR-P156MS ﾄﾞｲﾂ製

光学支管 1 1990 2 STORZ, etc. ﾄﾞｲﾂ製

手術灯 1 1989 1 旧ｿ連 7灯

手術台 1 1975 2 旧ｿ連

麻酔器 1 1988 1 Drager ﾄﾞｲﾂ製

6. 滅菌室 乾熱滅菌器 1 1997 1 Bindor 50-60 lit.

乾熱滅菌器 1 1997 1 Bindor 50-60 lit.

7. ICU ﾍﾞｯﾄﾞ 8 1995 1 2003年：USAID一般病床用中古機材供与

心電図ﾓﾆﾀｰ 1 1988 3 旧ｿ連



2)　ガバール母子保健院 稼働状況：1-良好, 2-故障頻繁,3-使用不能

配置場所(科名) 機材名 数量 導入年 稼働状況 製造業者名 型式 仕様等 備考

外来診療部（1F）

1. 診察室(1) 診察台 1 1985 1 旧ｿ連

診察灯 1 1988 2 旧ｿ連 1灯

乾熱滅菌器 1 1983 2 旧ｿ連 50-60 lit.

2. 診察室(2) 診察台 1 1985 2 旧ｿ連

検診台 1 1980 2 旧ｿ連

体重計 1 1996 2 旧ｿ連 ﾕﾆｾﾌ供与

乾熱滅菌器 1 1980 2 旧ｿ連 50-60 lit.

3. 血液検査室 顕微鏡（2眼） 1 1988 1 旧ｿ連 双眼

顕微鏡（単眼） 1 1985 1 旧ｿ連 反射鏡、単眼

白血球ｶｳﾝﾀｰ 1 1985 1 旧ｿ連 8キー

4. 生化学検査室 比色計 1 1988 2 旧ｿ連

培養器 1 1988 2 TEPMO CTAT TC-80M-2 80 lit. 旧ソ連製

乾熱滅菌器 1 1988 2 旧ｿ連 50-60 lit.

遠心器 1 1988 2 旧ｿ連 Max. 3,000rpm

5. 超音波検査室 超音波診断装置 1 2003 1 Medison 128B B/W、ｺﾝﾍﾞｯｸｽ、ﾘﾆｱ、経膣 期間限定でのﾚﾝﾀﾙ機材､韓国製

6. 滅菌室 蒸気滅菌装置 1 1983 2 旧ｿ連

蒸気滅菌装置 1 1983 3 旧ｿ連

産科診療部（2F）

1. 診察室・一般(1) 妊産婦検診台 1 1978 2 旧ｿ連

乾熱滅菌器 1 1980 2 旧ｿ連 40-50 lit.

診察灯（移動型） 1 1986 2 旧ｿ連 1灯

吸引器 1 1980 2 旧ｿ連

2. 診察室・感染(2) 妊産婦検診台 1 1985 2 旧ｿ連

3. 分娩室(1) 診察灯（移動型） 1 1985 2 旧ｿ連 4灯

分娩台 1 1980 2 旧ｿ連

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1985 2 旧ｿ連 ﾃｰﾌﾞﾙのみ使用

バシネット 1 1980 2 旧ｿ連

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1984 2 AMEDA ｽｲｽ製

吸引器 1 1988 2 旧ｿ連

ﾍﾙｽﾒｰﾀｰ 1 1997 2 旧ｿ連 ﾕﾆｾﾌ供与

4. 分娩室(2) 診察灯 1 1988 2 旧ｿ連 2灯

分娩台 1 1980 2 旧ｿ連

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1980 2 旧ｿ連

ﾊﾞｼﾈｯﾄ 1 1980 2 旧ｿ連

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1985 3 旧ｿ連 ﾃｰﾌﾞﾙのみ使用

吸引器 1 1988 2 旧ｿ連

ﾍﾙｽﾒｰﾀｰ 1 1997 2 ﾕﾆｾﾌ供与

5. 分娩室(3) 診察灯 1 1986 2 旧ｿ連 1灯

分娩台 1 1997 1 旧ｿ連

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1985 3 旧ｿ連 ﾃｰﾌﾞﾙのみ使用

体重計（新生児） 1 1990 2 旧ｿ連

6. 手術室 手術灯（天井吊下型） 1 1986 2 旧ｿ連 6灯/5灯切れ

分娩台 1 1980 2 旧ｿ連

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1983 3 旧ｿ連 ﾃｰﾌﾞﾙのみ使用

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1983 2 AMEDA ｽｲｽ製

ﾍﾙｽﾒｰﾀｰ 1 1997 2 ﾕﾆｾﾌ供与

体重計（新生児） 1 1993 2 旧ｿ連 20kg

7. 滅菌室 乾熱滅菌器 1 1997 1 Binder 50-60 lit. ﾄﾞｲﾂ製、ﾕﾆｾﾌ供与

8. 新生児ICU(1) 酸素製造装置（移動型） 1 1998 1 DeVIL BISS

輸液ﾎﾟﾝﾌﾟ 1 1990 2 シリンジ型

保育器 1 1993 2 Medior ハンガリー製

保育器 1 1995 2 Nikolo Tesla 旧ユーゴ製

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1983 3 AMEDA ｽｲｽ製

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1985 2 旧ｿ連

光線治療器 1 1980 3 旧ｿ連

体重計 1 1990 2 旧ｿ連 20kg

9. 新生児ICU(2～7) 保育器 1 1986 3 旧ｿ連

婦人科診療棟(3F)

1. 手術室(1) 手術灯（天井吊下型） 1 1985 2 旧ｿ連 天井吊下型、6灯 6灯/3灯切れ

手術灯（移動型） 1 1985 2 旧ｿ連 移動型、4灯 4灯/1灯切れ

麻酔器 1 1985 2 旧ｿ連 N2O不使用

手術台 1 1988 2 旧ｿ連 OYM-1

人工呼吸器 1 1985 2 旧ｿ連

吸引器 1 1987 2 旧ｿ連 2瓶型

2. 滅菌室 乾熱滅菌器 1 1997 1 Binder WET ﾄﾞｲﾂ製、ﾕﾆｾﾌ供与

電気メス/凝固 1 1982 3 旧ｿ連

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1988 3 AMEDA ｽｲｽ製

3. 感染症手術室(2) 手術台 1 1985 3 旧ｿ連

分娩監視装置 1 1980 3 旧ｿ連

手術灯（天井吊下型） 1 1980 3 旧ｿ連 6灯

分娩台 1 1986 3 旧ｿ連

4. 妊婦診療室(1) 婦人科検診台 1 1985 2 旧ｿ連

5. 妊婦診療室(2) 婦人科検診台 1 1985 2 旧ｿ連



3）　ハラズダン母子保健院 稼働状況：1-良好, 2-故障頻繁,3-使用不能

配置場所(科名) 機材名 数量 導入年 稼働状況 製造業者名 型式 仕様等 備考

外来診療部（1F）

1. 婦人科診療室(1) 婦人科検診台 1 1985 1 旧ｿ連

ｺﾙﾎﾟｽｺｰﾌﾟ 1 1967 3 旧ｿ連

電気ﾒｽ 1 1980 2 旧ｿ連 切開、凝固

検診灯 1 1988 2 旧ｿ連 1灯

乾熱滅菌器 1 1989 1 旧ｿ連 50-60 lit.

超音波治療器 1 1983 2 旧ｿ連

2. 婦人科診療室(2) 婦人科検診台 1 1980 2 旧ｿ連

体重計（大人用） 1 1987 2 旧ｿ連 廊下に設置

（感染症） 身長計（大人用） 1 1987 2 旧ｿ連 廊下に設置

3. 婦人科診療室(3) 婦人科検診台 1 1986 2 旧ｿ連

4. 婦人科診療室(4) 婦人科検診台 1 1986 2 旧ｿ連

5. 検査室 単眼顕微鏡 1 1985 2 旧ｿ連 ROMO 単眼、反射鏡

遠心器 1 1970 2 旧ｿ連 Max. 3,000rpm

乾熱滅菌器 1 1970 2 旧ｿ連 30 lit.

6. 超音波検査室 超音波診断装置 1 1981 2 GE RT 2800 ﾘﾆｱ7.5MHz, ｺﾝﾍﾞｯｸｽ3.5MH米国製

7. 婦人科手術室 手術灯 1 1988 2 旧ｿ連 天井吊下型、9灯 9灯/8灯切れ

産科（2F）

1. 新生児ICU 保育器 1 1996 1 Air Shields C 200 QT 米国製

保育器 1 1980 3 Medicor IRS-21

体重計 1 1986 2 旧ｿ連 12kg

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1983 2 旧ｿ連

光線治療器 1 1985 3 旧ｿ連

2. 分娩室 分娩台 1 1983 2 旧ｿ連

分娩台 1 1983 2 旧ｿ連

診察灯 1 1990 1 旧ｿ連 1灯

保育器 1 1985 3 旧ｿ連

ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 1 1980 2 旧ｿ連 ﾃｰﾌﾞﾙのみ使用

体重計 1 1986 2 旧ｿ連 20kg

3. 妊婦診療室(1) 診察台 1 1985 2 旧ｿ連

4. 妊婦診療室(2) 診察台 1 1985 2 旧ｿ連

5. 産科手術室 手術台 1 1970 2 旧ｿ連

手術灯 1 1985 2 旧ｿ連 天井吊下型、9灯

麻酔器 1 1980 2 旧ｿ連 Model 2

電気メス 1 1988 2 Bovie CSV-II 切開、凝固 米国製

ｽﾄﾚｯﾁｬｰ 1 1988 1 旧ｿ連

6. 滅菌室 乾熱滅菌器 1 1998 1 Bindor WTE 150 lit. ﾄﾞｲﾂ製、ﾕﾆｾﾌ供与

乾熱滅菌器 1 1983 2 旧ｿ連 50-60 lit.

吸引器 1 1985 2 旧ｿ連 2瓶

人工呼吸器 1 1980 3 旧ｿ連 PO-6-03

その他 非常用発電機 1 1980 旧ｿ連 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ、75kVA



2-2 プロジェクト・サイトおよび周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 
(1) 電力事情 

アルメニアの現在の電力供給は、原子力 40％、火力 40％、水力 20％であり、水力発電の水量に

よりこの割合が多少変動する。供給量は約 60 億 kWh で、その約 1 割を近隣のグルジアへ輸出し

ている。国の全域で電化がなされており、CIS 諸国の中においては電力インフラの整備が比較的進

んでいる。各対象病院における電力容量および電圧・周波数変動を考慮しても、調達機材の運営に

障害となる問題はないと判断できる。 
 

(2) 道路事情 
道路状況については、在外アルメニア人等の個人援助および日本の無償資金協力である「エレヴ

ァン市道路維持管理機材整備計画」の実施等により、エレヴァン市内および地方への幹線道路が整

備されている。対象となる 3 ヶ所の病院はエレヴァン市内およびその東部近郊に位置しており、セ

バン湖に続く幹線道路沿線の都市の中心部に位置する母子保健院へのアクセスは季節を問わず容

易であり道路事情に関しては特に問題はない。 
一方、内陸国という輸送上の制約を持つアルメニアでは、ソ連時代は輸送の大動脈であったアゼ

ルバイジャンを通る鉄道・道路輸送が封鎖され、またアゼルバイジャンを支援するトルコからも輸

送上の封鎖制裁を受けることになった。これらの東西のルートが封鎖されたため、現在では南北ル

ートであるグルジア経由の鉄道・道路による黒海へのルート、トラック輸送によるイランとの陸路

という 2 つのルートが主な輸送ルートとなっている。 

 
2-2-2 自然条件 
アルメニアの国土面積は約 3 万 km2でありコーカサス三国（アゼルバイジャン 8.7 万 km2、グ

ルジア 7 万 km2）の中では最も狭く、1,000～2,500m の高原と山岳地域を中心として、北東部は

火山活動で生じたアルメニア山脈となり、地震の多発地帯としても知られている。気候は狭い国土

ではあるが地形が複雑であるため変化に富み、低地は雨が少なく乾燥した大陸性気候となっている。

本計画の対象サイトとなる首都エレヴァン周辺にはコーカサス地方最大の淡水湖であるセバン湖

があり、標高 1,000m 前後の緩やかな起伏のある高原地帯であり、8 月の平均気温が 25 度、1 月が

-3℃であり年間平均降水量は 280mm となっている。 
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図 2-3 エレヴァンの気候 

 
 

http://lvzopac.jica.go.jp/external/library?func=function.opacsch.toshoshozodsp&view=view.opacsch.newschdsp&shoshisbt=1&shoshino=0000005278
http://lvzopac.jica.go.jp/external/library?func=function.opacsch.toshoshozodsp&view=view.opacsch.newschdsp&shoshisbt=1&shoshino=0000005278
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プロジェクトの内容 

 



第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 
･上位目標とプロジェクト目標 

アルメニアの保健医療分野は、ソ連邦時代には質の高い保健医療サービスを提供していたが、ソ

連崩壊後の経済状況の悪化や社会制度の変化に伴い、保健医療サービスの質が著しく低下している。

保健医療サービスの質の低下は、国民、特に弱者である女性、子供の健康にも影響を及ぼしており、

保健省の統計によると、妊産婦死亡率は 10 万出産当たり 19.2 件（2003）、乳児死亡率は千出生当

たり 12.0 件（2003）であり、EU 諸国の平均に比して 2～4 倍と高い水準となっている。このよう

な状況に対し、政府は「国家保健政策 2004-2015」を策定し、保健医療分野の改革に取り組んでお

り、同国政府は 2015 年における乳児死亡率および妊産婦死亡率を 3 分の 1 に削減することを目標

としている。 

同国の母子保健医療サービスは第三次医療施設である CPOG および第二次医療施設である母子

保健院が実質上、担っているが、これらの医療施設の機材の多くが老朽化しており、必要な母子保

健医療サービスが提供できない状況にあり、また同国の財政難により機材の更新が困難となってい

る。 

この中で本プロジェクトは、第三次医療施設の CPOG と第二次医療施設のガバールおよびハラ

ズダンの両母子保健院に対し、産科医療機材の整備を行うことによる、対象病院での周産期医療サ

ービスの改善を目標としている。 

 
･プロジェクトの概要 

本計画では上記の目標を達成するために、先行して実施が予定されている技術協力プロジェクト

の活動拠点となる、首都のエレヴァンの CPOG およびガバール母子保健院、ハラズダン母子保健

院の 3 ヶ所を協力対象とする。これらの対象病院に産科医療機材の整備を行うとともに、技術協力

プロジェクトとの連携により、対象病院での周産期医療サービスの改善が期待されている。この中

において本計画対象調達機材は CPOG においては診断、産科、手術関連、新生児科、ICU、ラボ等

への 45 種類（207 機材）、各母子保健院については診断、産科、新生児科、ICU 等への 22 種類（ガ

バール 34 機材、ハラズダン 36 機材）である。 

 
 
 
 
 
 
 

 一次 

ﾚﾌｧﾚﾙﾚﾍﾞﾙ 

ﾎﾟﾘｸﾘﾆｯｸ/ﾍﾙｽﾎﾟｽﾄ 

ｶﾞﾊﾞｰﾙ母子保健院 

【技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ対象施設】 【無償資金協力要請機材】 

診断・産科・新生児科、ICU 機材等 
（22 種類、ｶﾞﾊﾞｰﾙ 34 機材、ﾊﾗｽﾞﾀﾞﾝ 36 機材）

診断・産科・手術関連、新生児科、IUC、ﾗﾎﾞ

機材等（45 種類、207 機材） 

ﾚﾌｧﾚﾙにおける患者の流れ 

三次 

二次 

CPOG

ﾊﾗｽﾞﾀﾞﾝ母子保健院
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3-2 協力対象事業の基本設計 

3-2-1 設計方針 
(1) 基本方針 

本計画は、アルメニア国が戦略的課題として位置付けている母子保健分野を対象とし、対象病院

における周産期医療サービスの改善を目的として要請されたものである。調達対象施設となる

CPOG、ガバール、ハラズダンの母子保健院への調達機材の選定に関しては、充分な裨益効果や、

持続的活用が見込まれ、設置環境および運営・維持管理に十分配慮した計画を策定する。また本計

画に先行して実施が予定されている周産期医療サービスの改善および地域連携体制の強化を目的

とした技術協力プロジェクトとの連携による相乗効果、他援助機関の動向についても充分な配慮を

行い、既存機材の更新を中心に、対象病院に必要不可欠な機材・数量を選定することを基本方針と

した。 

 
(2) 機材仕様選定に係わる方針 

本計画の調達機材に関しては、対象施設である CPOG および 2 ヶ所の母子保健院の医師、看護

師、検査技師等の医療関係者の技術レベルに適応した機材とする。調達機材のグレードについては、

アルメニアの母子保健医療における第三、第二次医療施設としての機能・役割を果たすために、必

要不可欠な機能と対処能力を備えたグレ－ド、並びに数量を計画する。また導入後の維持管理およ

び消耗品の配慮が必要とならない仕様の機材を優先して調達する。 

 
(3) 維持管理に関する方針 

限られた予算で運営される対象病院の維持管理経費低減への配慮から、本計画においては特に機

材の維持管理経費に留意して機材計画を実施する。機材の維持管理経費としては、消耗品購入費、

定期点検・メンテナンス、光熱費が挙げられるが、調達機材の大半は基本機材に限定されているた

め、定期点検・メンテナンス費用および光熱費については発生が少ない。また既存機材の更新とな

る場合は、調達後はこれらの費用は減少する。よって機材調達後に発生する維持管理経費としては、

主に、消耗品となる検査用試薬、検査機器電極部、プリンターペーパー、ジェル、光源用ランプ等

が考えられる。試薬、消耗品のストックと保守管理に対して迅速かつ安価にアルメニア国内または

近隣国から対応が可能なサービス体制に留意し、交換部品調達が確実に可能なメーカーの製品を調

達できるよう配慮する。 

 
(4) 調達事情に対する方針 

1) 医療規格 

医療機材規格についてアルメニアにおいて現在、新たな規格を制定するべく検討が進められてい

る。同国では、1999 年から、ISO 規格や EU の規格と旧ソ連時代の国家規格 GOST を統合させた

ものを検討しているが、2004 年現在、新たな規格の明確な制定には至っていない。本計画に関す

る医療規格については、過去の二度の無償案件同様に、ISO、CE および JIS といった我国もしく
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は国際的に認知された規格への適合という条件に基づくことで調達上の問題はない。 

 
2) 第三国調達 

ラボ関連機材を中心に恒常的に試薬や消耗品の調達を必要とする機材、メンテナンスサービスを

必要とする機材については、代理店・エージェント体制の充実した第三国製品を積極的に検討対象

とする。 

 
3) 内陸輸送 

日本製品、欧米製品ともに、出荷地からは海上コンテナ輸送により、隣国グルジアのポチ港で陸

揚げし、グルジア国内経由エレヴァンまでの陸送を基本とする。CPOG があるエレヴァン市内およ

びエレヴァン郊外の 2 ヶ所の母子保健院までの道路を含め、輸送ルートの道路は、国境付近のグル

ジア側の極一部を除いて良く整備されており、道路交通事情等のアクセスの問題は無いことから、

機材の配送に関しては特別な配慮は必要ないと判断できる。 

 
(5) 実施機関の運営・維持管理能力に対する方針 

本計画において、調達が計画される機材の使用にあたっては、各対象施設には、既に多くの使用

経験を持つ医師、有資格者が配属されているため、ソフトコンポーネントを実施するなどの特段の

配慮は必要ないが、機材オペレーションおよびメンテナンス方法の指導は、機材調達に合わせ対象

病院において充分に実施する方針である。 

 
(6) 環境配慮に対する方針 

冷蔵庫、冷凍庫については、冷媒として代替フロンを使用したものを計画する。その他、本計画

において調達が計画される機材の中には、特に環境を悪化させる要因を伴う機材は基本的に含まれ

ていない。 

 
(7) 工法/調達方法、工期に係わる方針 

本計画の工期は原則として 1 会計年度内に実施する。本計画の対象病院は先行して実施が予定さ

れている技術協力プロジェクトの協力対象施設でもあるため、同プロジェクトとの連携による相乗

効果の発現のためにも、機材調達にあたっては、第三国調達を含めて工期に支障の生じることのな

いよう、機材調達、輸送、据付期間等を十分に検討する。 
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3-2-2 基本計画（機材計画）  
(1) 全体計画 

本計画の対象病院は、先行して実施が予定されている技術協力プロジェクトの活動拠点となる、

CPOG、ガバール母子保健院およびハラズダン母子保健院の 3 ヶ所とする。また対象調達機材は

CPOG においては診断、産科、手術関連、新生児科、ICU、ラボ等への 45 種類（207 機材）、各

母子保健院については診断、産科、新生児科、ICU 等への 22 種類（ガバール 34 機材、ハラズダン

36 機材）とする。 

各対象病院におけるインフラの整備状況について、電力に関しては、電力容量および電圧・周波

数変動の測定の結果、調達機材の運営に障害となる問題はないと判断できる。また道路状況につい

ても、エレヴァン市内および地方への幹線道路は整備されており、対象となる 3 ヶ所の病院は、エ

レヴァン市内およびその東部のセバン湖に続く幹線道路沿線の都市の中心に位置しているため、ア

クセスは季節を問わず容易であり、道路事情に関しては問題はない。 

 
(2) 機材計画 

1) CPOG 
 
【診断機材】 

･超音波診断装置 

本計画において、CPOG については、現状でも老朽化した機材がフル稼働な状況にあり（2003

年：年間 5,088 件、2004 年 5 月現在まで：2,342 件）、調達後は、40 名/日以上の診断が予測される。

また外来診療部と 4 階の産科診療部それぞれにおいて重症妊産婦の診断に必要であることから、2

台の調達が妥当であり、臍帯をはじめとする血管の走行、あるいは心臓大血管系の異常や胎盤異常

等の循環器系統の診断、小児の脳診断が可能となるカラードップラー式超音波診断装置を計画する。

診断に必要となるプローブとして、コンベックス、トランスヴァージナル、セクター、リニアを 2

台それぞれに付属させ、産科診療部の 1 台には、小児の脳診断用のマイクロコンベックスを計画す

る。 

 
･コルポスコープ 

すでに使用不能となった現有機材の更新機材として 2 台を計画する。記録法としては、メンテナ

ンスとコストを考慮し、通常の 35mm カメラが装着可能なものとする。照明装置は消耗品の交換バ

ルブの調達が容易で比較的安価なハロゲン光源を計画する。 

 

･その他 

機材の中央化を念頭に、使用頻度および裨益効果から心電計 3 台、パルスオキシメータ 2 台を計

画する。心電計は、母子保健関連の診断を考慮すると一般的な 6 チャンネル表示の仕様とする。 

既存機材が老朽化している身長・体重計、血圧計等の基本的機材は、更新・補充として計画する。

胎児心拍計は、技術協力プロジェクトの活動面からの必要性を考慮し、5 台を計画する。 
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【産科関連機材】 

分娩室は、3 階の感染症産科診療部、4 階の一般産科診療部のそれぞれ 2 室を対象に、吸引器、

分娩台、インファントウォーマー、分娩監視装置、新生児体重計などを老朽化した既存機材の更新

として計画する。産科分娩台については、技術協力プロジェクトの主たる活動に必要となるフリー

スタイルでの出産が可能な電動の LDR 仕様のものを計画する。 

 
【ラボ機材】 

生化学分析装置は CPOG のルーティン検査用として、凝固計は血液疾患等の合併症を伴った妊

婦の血液検査を目的として、電解質分析装置は妊婦の血液検査を目的として各 1 台計画する。生化

学分析装置、電解質分析装置については、維持管理体制を考慮し極力汎用試薬対応のものを計画す

る。また試薬等の薬剤医用冷蔵庫を 1 台計画する。 

 

【手術室関連機材】 

CPOGには、主に帝王切開を行う産科用手術室が4室配置されている。これらの手術室を対象に、

手術台 3 台、手術灯 2 台、術中患者監視装置 2 台、麻酔器 3 台、電気メス 3 台、産科手術器具セッ

ト 2 台、吸引器 4 台、患者搬送台 4 台など、老朽化して活動に支障の生じている機材の更新として

計画する。 

同施設での手術は、帝王切開手術など一般的な産科系手術が中心であることから、手術台は特段

の配慮を必要としない一般的なマニュアル油圧式のもの、手術灯は一般的なサテライト式の無影灯、

電気メスについては切開・止血・凝固が可能な単／双極切替可能なものをそれぞれ計画する。麻酔

器に関しては、対象施設の医療ガス配管が不十分なため、コンプレッサー内蔵のものとし、気化器

はアルメニアで一般的なハロセンを計画する。患者監視装置は、心電、呼気、非観血血圧、血中酸

素濃度など一般的なパラメーターのものを計画する。 

 
【腹腔鏡セット】 

子宮内膜症、子宮筋腫、子宮外妊娠、卵管卵巣周囲癒着症、卵巣嚢腫、婦人科良性疾患などの腹

腔鏡下の腹腔鏡下手術を目的とし、現在、腹腔鏡室に配備されている老朽化した腹腔鏡セット（複

数のメーカーの老朽化した機材を組合せて使用）の更新を計画する。構成としては、現在の活動実

績から、本体（0 度、10mm の光学視管スコープとヒステロレゼクトスコープ）、光源、吸引機、

気腹器、内視鏡用電気メスと電極、気腹器（CO2 ガスタイプ）、モニター、ビデオ装置、一般的な

鉗子類を計画する。 

 
【ICU 関連機材】 

5 階に位置する婦人科診療部の ICU では、現在 2 室に 3 床と 6 床のベッドが並べられているが、

部屋が狭い。設置スペースを考慮すると、それぞれ 2 床室、4 床室の計 6 床が妥当なベッド数と考

えられることから、6 床を対象に既存老朽化機材の更新を計画する。計画機材は、ICU ベッド 6 台、
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患者監視装置 6 台、輸液ポンプ（シリンジタイプ）、人工呼吸器 1 台とする。患者監視装置は、ICU

にはナースセンターが存在していないため、中央監視用のモニターの必要はなく、ベッドサイドの

単体モニターのみの調達とする。またパラメーターに関しては、一般的な心電図、呼気、非観血血

圧、血中酸素濃度とする。 

 

【新生児関連・NICU 関連機材】 

3 階及び 4 階の産科診療部に位置する NICU が対象となる。保育器、インファントウォーマー、

体重計、輸液ポンプ(シリンジタイプ)、新生児用患者監視装置、パルスオキシメーター、光線治療

器、経皮ビリルビンメーター、新生児救急治療用器具セット等の老朽化機材の更新を中心に計画す

る。 

保育器は、現在の使用状況から計 7 台の整備が妥当であり、うち、他援助機関からの無償援助に

よる中古機材で使用可能なものが 2 台あり、計画数は 5 台の老朽化機材の更新とする。また開放式

のインファントウォーマーは、現在正常な稼動状態のものが無いため、NICU には 5 台の更新を計

画する。地方の母子保健院から新生児の搬送を目的として、救急車への搭載が可能な搬送用保育器

を老朽化機材の更新ならびに補充として、2 台計画する。 

新生児患者監視装置については、ベッドサイドの単体モニターを 3 台計画する。パラメーターに

関しては、一般的な心電図、呼気、非観血血圧、血中酸素濃度とする。自立呼吸不全時に用いる人

工呼吸器はその使用頻度を考慮し１台とする。 

輸液ポンプについては、新生児への使用も考慮すると、特に微量の調整が必要な薬剤投与が考え

られるため、微量の調節が可能で、入手の容易なシリンジを使用するシリンジポンプを検討対象と

する。また NICU・ICU 内の患者では通常 1 人に対し、複数の輸液ポンプが必要になるため、ICU、

NICU、手術室を含めた共同管理とし CPOG 全体で 22 台の計画とする。 

 

【中材関連】 

CPOG では、中央化滅菌体制を確立するために滅菌室の整備をすでに終えており、滅菌対象物、

滅菌量と滅菌ローテーション等の活動の現状から、200～300 リットル程度の高圧蒸気滅菌器 2 台

の更新を計画する。また各階にそれぞれラボ関連機材や小物の簡単な滅菌を目的として乾熱式滅菌

器を 1 台づつ計画する。 

既存機材の更新として、病室リネン用洗濯機は全自動タイプで 30kg 程度の 1 台を計画し、病室

リネン用アイロンはローラータイプ 1 台を計画する。 

 
【その他（病棟）】 

3 階と 4 階の産科診療部病棟を対象に、既存老朽化機材の更新として 2 クランクの病棟ベッドと

プラスティック製の基本的なバシネットを各 30 台計画する。 
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表 3-1 CPOG における調達検討機材および計画数量 
No 機材名 計画数量 原要請数量 備考 
1 超音波診断装置（ｶﾗｰﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ） 2 2  
2 胎児心拍計 5 - 調査により追加検討

3 心電計 3 3  
4 ｺﾙﾎﾟｽｺｰﾌﾟ 2 2  
5 成人用体重・身長計 3 5  
6 新生児・成人用血圧計 6 3  
7 生化学分析装置 1 1  
8 凝固計 1 - 調査により追加検討

9 電解質分析装置 1 1  
10 薬剤保管用冷蔵庫 1 - 調査により追加検討

11 血液保管用冷蔵庫 1 - 調査により追加検討

12 ﾌﾟﾗｽﾞﾏ用冷蔵庫 1 - 調査により追加検討

13 検査灯 5 - 調査により追加検討

14 手術台 3 2  
15 手術灯 2 2  
16 患者監視装置（手術室用） 2 8  
17 麻酔器 3 5  
18 電気ﾒｽ 3 2  
19 産科手術器具ｾｯﾄ 2 - 調査により追加検討

20 手術用腹腔鏡ｾｯﾄ 1 1  
21-1 吸引器（手術用） 4 - 調査により追加検討

21-2 吸引器（低圧ﾀｲﾌﾟ） 3 - 調査により追加検討

22 患者搬送台 4 5  
23 産科分娩台（LDR ﾀｲﾌﾟ） 4 4  
24 ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 9 5  
25 分娩監視装置 2 2  
26 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ小児用体重計 6 5  
27 婦人科検診台 4 4  
28 ICU ﾍﾞｯﾄﾞ 6 - 調査により追加検討

29 患者監視装置（ICU 用） 6 5  
30 輸液ﾎﾟﾝﾌﾟ（ｼﾘﾝｼﾞﾀｲﾌﾟ） 22 8  
31 人工呼吸器 1 - 調査により追加検討

32 保育器 5 5  
33 搬送用保育器 2 2  
34 患者監視装置（新生児用） 3 3  
35 ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ 2 3  
36 光線治療器 2 2  
37 ﾋﾞﾘﾙﾋﾞﾝﾒｰﾀｰ 2 - 調査により追加検討

38 新生児集中治療用器具ｾｯﾄ 2 2  
39 小児用人工呼吸器 1 1  
40 蒸気滅菌器 2 8  
41 乾熱滅菌器 5 1  
42 洗濯機 1 6  
43 ｱｲﾛﾝ 1 1  
44 多機能ﾍﾞｯﾄﾞ 30 30  
45 ﾊﾞｼﾈｯﾄ 30 50  

 pH メーター - 2 削除 
 比色計 - 1 削除 
 体外受精用 CO2 培養器 - 1 削除 
 デジタルピペット - 5 削除 
 ミシン（リネン用） - 2 削除 

 
2) ガバール母子保健院およびハラズダン母子保健院 

 
【超音波診断機材】 

ガバール母子保健院では、期限付きのレンタルの超音波診断装置に代わる機材として B/M モー

ドの普及型機材 1 台を計画する。またハラズダン母子保健院では、老朽化している既存機材の更新
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として同様の機材を計画する。プローブについては、産婦人科領域で一般的に使用される経腹検査

用コンベックスプローブと経膣プローブとする。 

またモバイルチームによる巡回診断用として、B/M モードの小型の移動型超音波機材を計画する。

同機材のプローブは、巡回診断における妊産婦の産前検診に必要となる経腹検査用のコンベックス

プローブのみを計画する。 

 
【外来診療部門関連機材】 

心電計各 1 台、血圧計（ガバールに 2 台、ハラズダンに 3 台）を既存老朽化機材の更新として計

画する。胎児心拍計は、妊娠中期以後の妊産婦検診に利便性のある診断機材であり各 1台計画する。

また婦人科診療部には、婦人科検診台各 2 台を老朽化機材の更新として計画する。 

 
【手術室関連機材】 

手術室関連としては両院ともそれぞれ 1 室を対象とし、手術台 1 台、麻酔器 1 台、パルスオキシ

メーター1 台、産科手術器具セット 1 式など、主に既存老朽化機材の更新として計画する。なお、

パルスオキシメーターは新規導入の機材であるが、一般的な術中監視装置よりも簡便に使用操作が

可能であり、維持管理技術・経費も容易・安価に対応可能なことから計画に含める。 

 
【分娩関連機材】 

両母子保健院においても分娩室は、技術協力の主たる活動の場となる。対象分娩室は 2 室で、分

娩台については、技術協力プロジェクトの主たる活動に係わる電動の LDR 仕様のものを 2 台ずつ

計画する。分娩監視装置、インファントウォーマー、新生児体重計をそれぞれ老朽化機材の更新と

して計画する。 

 
【新生児集中治療室（NICU）】 

各母子保健院に対し、保育器 2 台、患者監視装置（新生児用）1 台、輸液ポンプ（シリンジタイ

プ）6 台、光線治療器 1 台、経皮ビリルビンメーター1 台を、主に老朽化機材の更新として計画す

る。患者監視装置のパラメーターに関しては、一般的な心電図、呼気、非観血血圧、血中酸素濃度

とする。 

 
【集中治療室（ICU）】 

婦人科の ICU であり、機材は患者監視装置各 1 台を計画する、輸液ポンプ（シリンジタイプ）

は NICU との共同管理とする。 

 
【滅菌機】 

老朽化機材の更新として縦型蒸気滅菌器をガバールに 1 台、ハラズダンに 2 台計画する。建物の

構造上の制約と量的な判断から、縦型の 100 リットル程度の仕様とする。 
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表 3-2 ガバール、ハラズダン母子保健院における調達検討機材および計画数量 
計画数量(案) No 機材名 

ｶﾞﾊﾞｰﾙ ﾊﾗｽﾞﾀﾞﾝ 
原要請数量 

（各施設共通） 備考 

1 超音波診断装置 1 1 1  
2 移動型超音波診断装置 1 1 1  
3 胎児心拍計 3 3 - 調査により追加検討

4 心電計 1 1 - 調査により追加検討

5 新生児・成人用血圧計 2 3 1  
6 手術台 1 1 - 調査により追加検討

7 麻酔器 1 1 - 調査により追加検討

8 ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ 1 1 2  
9 産科手術器具ｾｯﾄ 1 1 - 調査により追加検討

10 産科分娩台（LDR ﾀｲﾌﾟ） 2 2 2  
11 分娩監視装置 1 1 1  
12 ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 2 2 1  
13 保育器 2 2 3  
14 患者監視装置（新生児用） 1 1 2  
15 輸液ﾎﾟﾝﾌﾟ（ｼﾘﾝｼﾞﾀｲﾌﾟ） 6 6 3  
16 光線治療器 1 1 1  
17 ﾋﾞﾘﾙﾋﾞﾝﾒｰﾀｰ 1 1 - 調査により追加検討

18 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ小児用体重計 1 1 2  
19 新生児集中治療用器具ｾｯﾄ 1 1 3  
20 婦人科検診台 2 2 - 調査により追加検討

21 患者監視装置（ICU 用） 1 1 - 調査により追加検討

22 縦型蒸気滅菌器 1 2 - 調査により追加検討

 pH メーター - - 1 削除 
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3-2-3 基本設計図

BF 1F 2F 3F 4F 5F

1 超音波診断装置
（ｶﾗｰﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ）

2 新 外来、産科 1 1

産婦人科検診において妊娠経過、腹部
臓器、生殖器のｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ検査に留まら
ず､臍帯をはじめとする血管の走行、
あるいは心臓大血管系の異常や胎盤異
常等の循環器系統の診断、小児の脳診
断といった高次の検査を含んだ三次病
院での幅広い診断を行うことを目的と
する

走査方式:ｺﾝﾍﾞｯｸｽ､ﾘﾆｱ､ ｾｸﾀｰ
ﾋﾞｰﾑﾌｫｰﾏｰ:ﾃﾞｼﾞﾀﾙ,
ﾓﾆﾀｰ:15ｲﾝﾁ以上､ｶﾗｰ,
ﾌﾟﾛｰﾌﾞ:ｺﾝﾍﾞｯｸｽ､ﾘﾆｱ､ｾｸﾀｰ､ﾄﾗﾝｽｳﾞｧｰｼﾞﾅﾙ､ﾏｲｸﾛｺﾝﾍﾞｯｸｽ,
ﾓｰﾄﾞ:B､ M､ D(PWD, CWD)､ ｶﾗｰD,
ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:ｶﾗｰ,
最大ﾌﾟﾛｰﾌﾞ接続数:3本以上

2 胎児心拍計 5 新 外来、産科 1 2 2

胎児の低酸素症等の診断、胎児の状態
の把握に使用

超音波周波数:2.5MHz
測定範囲:50-200bpm以上

可聴出力:0.5W以上

超音波出力:10mW/cm2以下

電源:AC/DC(充電式)

3 心電計 3 既 外来、産科 1 1 1
不整脈、心筋虚血などの診断において
心臓電位の時間的変化を観察する

誘導:12誘導

入力ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ:10MΩ以上

表示波形数:6ﾁｬﾝﾈﾙ

4 ｺﾙﾎﾟｽｺｰﾌﾟ 2 既
外来、婦人
科

1 1

子宮頸部の異常、糜爛などの診察を目
的とする

ﾀｲﾌﾟ:双眼ﾀｲﾌﾟ､ﾊﾞﾗﾝｽｱｰﾑﾀｲﾌﾟ

ｱｲﾋﾟｰｽ:10X以上,ﾌｫｰｶｽ:f=300mm又は可変

撮影装置:35mmｶﾒﾗ光源:ﾊﾛｹﾞﾝ150W
ﾌｨﾙﾀｰ:ｸﾞﾘｰﾝ

5 成人用体重・身長計 3 既 外来、産科 2 1

妊婦、婦人科患者の身長、体重の測定
を目的とする

ﾀｲﾌﾟ:ｱﾅﾛｸﾞ一体型又はｱﾅﾛｸﾞ個別型

体重測定範囲:-150kg
体重測定ｽﾃｯﾌﾟ:500g以内

身長測定範囲:-2,000mm,身長測定ｽﾃｯﾌﾟ:1mm

6 新生児・成人用血圧計 6 既
外来、産
科、婦人科

2 1 1 1 1
患者の血圧測定を目的とする ﾀｲﾌﾟ:移動型､新生児および成人用ｶﾌ付き

測定範囲:0～300mmHg

7 生化学分析装置 1 既 検査 1
肝・腎機能の生化学的検査を目的とす
る

測定処理能力:160ﾃｽﾄ/時以上

測定項目:24以上波長:340-600nm範囲以上

ｵｰﾄｻﾝﾌﾟﾗｰ:内蔵

8 凝固計 1 新 検査 1

妊婦の血液疾患等の合併症の診断を目
的とする

測定項目:PT, aPTT, TT, Fbgを含む

ﾁｬﾝﾈﾙ:2以上

温度制御:37℃(+-0.5℃以内)
ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:内蔵

9 電解質分析装置 1 新 検査 1
蘇生検査を中心に血液中のNa+、
K+、Cl-ｲｵﾝの診断を目的とする

測定項目:Na+､ K+､ Cl-
ｻﾝﾌﾟﾙ:全血､ 血漿､ 血清､ 尿
測定時間:60秒(血液)以内,ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:内蔵

10 薬剤保管用冷蔵庫 1 既 検査 1
検査試薬等薬剤の冷蔵保存を目的とす
る

容量:300-400L
温度制御:2-14℃
冷媒:CFCﾌﾘｰ

11 血液保管用冷蔵庫 1 既 婦人科 1
輸血用血液の冷蔵保存を目的とする 容量:50-170L

温度制御:4℃+-1
冷媒:CFCﾌﾘｰ

12 ﾌﾟﾗｽﾞﾏ用冷蔵庫 1 既 婦人科 1
血漿の冷凍保存を目的とする 容量:140L以上

温度制御:-45℃又は-50℃
冷媒:CFCﾌﾘｰ

13 検査灯 5 既
外来、
婦人科

3 2
各種診察用 使用電球:ﾊﾛｹﾞﾝ球

照度:30,000lux以上

ｽﾀﾝﾄﾞ:付属

14 手術台 3 既
外来、
婦人科

1 1 1

帝王切開等の産婦人科関連各種手術用 作動方式:足踏み油圧式

ｻｲｽﾞ:1,930(L)×500(W)×770～1,000(H)mm以上

縦傾斜範囲:-20°～15°以上

背上げ範囲:-15°～60°以上

15 手術灯 2 既 産科 1 1

帝王切開等の産婦人科関連各種手術用 主灯使用電球数:5灯以上

反灯使用電球数:3灯以上

主灯照度:110,000lux以上

反灯照度:80,000lux以上,ﾌｫｰｶｽ調整機能:付属

16 患者監視装置
（手術室用）

2 既 産科 1 1

各種手術中における患者状態監視を目
的とする

測定項目:ECG/HR/ NIBP/TEMP./RESP./SPO2可能,ﾓﾆﾀｰ:ｶ
ﾗｰLCD,心電図測定:3電極以上呼吸測定範囲:4-120回/分範

囲以上,SpO2測定範囲:40-100%範囲以上,体温測定範囲:20-
45℃範囲以上,非観血血圧測定方式:25-260mmHg範囲以上,
ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:付属

17 麻酔器 3 既
産科、
婦人科

1 1 1

各種手術における患者に対する吸引麻
酔を目的とする

ﾌﾛｰﾒｰﾀｰ:3ｶﾞｽ用(O2･N2O･AIR),気化器:ﾊﾛｾﾝ
人口呼吸器:一体型又は麻酔器ｶｰﾄ組込

呼吸方式:電気駆動式･従量･ﾀｲﾑｻｲｸﾙ方式

一回換気量:100-1,200ml

18 電気ﾒｽ 3 既
産科、
婦人科

1 1 1

高周波電流による切開、止血を目的と
する

ﾊﾞｲﾎﾟｰﾗｰ/ﾓﾉﾎﾟｰﾗｰ切替:有
出力(切開):250W以上

出力(凝固):120W以上

出力(ﾊﾞｲﾎﾟｰﾗｰ):18W以上

19 産科手術器具ｾｯﾄ 2 既 産科 1 1
帝王切開等産科関連手術用器具 材質:本体部分ｽﾃﾝﾚｽｽﾁｰﾙ

構成:鉗子､ﾒｽ､鋏､針､滅菌ｹｰｽ等計78品目

20 手術用腹腔鏡ｾｯﾄ 1 既 婦人科 1

産科関連の内視鏡下手術を目的とする ｽｺｰﾌﾟ:ﾗﾊﾟﾛ/0°10mm, ﾋｽﾃﾛﾚｾﾞｸﾄ/12°3.0-4.0mm,気腹器:CO2
ｶﾞｽ光源:ｷｾﾉﾝ,電気ﾒｽ:高周波､ 単･双極,ｻｸｼｮﾝ:吸引･洗浄,TV
ｼｽﾃﾑ:PAL,VIDEO:PAL､S-VHS,ﾓﾆﾀｰ:ｶﾗｰ､ PAL､ 20ｲﾝﾁ又は

50cm以上,主用ｱｸｾｻﾘｰ構成:ﾄﾛｶｰ､ﾘｱｸﾀｰ､Grasping 鉗子､

Scissor､ 高周波ｹｰﾌﾞﾙ､ ﾌﾟﾛｰﾌﾞ､ ｶﾆｭｰﾗ､ 高周波電極､ ｶｰﾄ

21-1 吸引器（手術用） 4 既
産科、
婦人科

1 1 2
血液・膿汁・洗浄液その他分泌物の吸
引措置を目的とする

吸引圧:-0.09Mpa～-0.1Mpa
吸引ﾎﾞﾄﾙ:3,000CC 2本
ﾎﾟﾝﾌﾟﾀｲﾌﾟ:ﾛｰﾀﾘｰ又はﾋﾟｽﾄﾝ

21-2 吸引器（低圧ﾀｲﾌﾟ） 3 既 産科 1 2
出産時の血液・その他分泌物の吸引措
置を目的とする

吸引圧:0～200mmHg
吸引ﾎﾞﾄﾙ:1000-3000CC
ﾎﾟﾝﾌﾟﾀｲﾌﾟ:ﾀﾞｲﾌﾗﾑ又はﾏｸﾞﾈﾃｨｯｸﾀｲﾌﾟ

22 患者搬送台 4 既
産科、
婦人科

1 1 1 1

患者の院内搬送を目的とする ｻｲｽﾞ:1,900(L)×550(w)×560～845(H) mm以上

ﾃｰﾌﾞﾙ昇降機能:ﾏﾆｭｱﾙ
ﾏｯﾄﾚｽ:付属

ｷｬｽﾀｰ:付属

仕様

表3-3 CPOGにおける機材配置計画、使用目的、仕様

No. 機材名
配置場所
（科名）

使用目的
既/
新

数
量

配置計画



BF 1F 2F 3F 4F 5F
仕様No. 機材名

配置場所
（科名）

使用目的
既/
新

数
量

配置計画

23 産科分娩台
（LDRﾀｲﾌﾟ）

4 既 産科 2 2

技術協力におけるLDRベッドによる
出産の実施を目的とする

ｻｲｽﾞ:910(W)×2,000(L)×550～970(H)mm以上

背上げ傾斜範囲:-5～60°以上

ｻｲﾄﾞﾚｰﾙ:付属,ｷｬｽﾀｰ:付属

作動方式:電動式

24 ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 9 既 産科 4 5

新生児患者の保育を目的とする 温度調整方法:ｻｰﾎﾞ及びﾏﾆｭｱﾙ

体温調整範囲:35.0～37.0℃範囲以上

O2ｼﾘﾝﾀﾞｰ/O2ﾊﾞﾙﾌﾞ:付属

ｻｸｼｮﾝ:付属,ｱﾗｰﾑ:付属

25 分娩監視装置 2 既 産科 1 1

分娩時の胎児の状態観察を目的とする 測定方式:超音波ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ方

FHR測定範囲:50～210bpm範囲以上

FM測定:超音波ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰによる自動測定

UC測定:外測方,ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:内蔵

26 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ小児用体重計 6 既 産科 3 3
新生児の体重測定を目的とする 測定範囲:0～12kg範囲以上

表示:ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
目量:5g以下

27 婦人科検診台 4 既 婦人科 2 2
婦人科の患者の診察と処置を目的とす
る

昇降作動方式:足踏み油圧式

ﾃｰﾌﾞﾙ昇降範囲:650～910mm範囲以上

背上げ傾斜範囲:0～35°以上

28 ICUﾍﾞｯﾄﾞ 6 既 婦人科 6

ICU収容患者用ベッド ｻｲｽﾞ:850(W)×2,140(L)×500～720(H)以上

機能:背上げ､膝上げ､縦傾斜ｻｲﾄﾞﾚｰﾙ:付属

ｷｬｽﾀｰ:付属,ﾏｯﾄﾚｽ:付属(ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ)
ｸﾗﾝｸ:3ｸﾗﾝｸ以上,動力:電動

29 患者監視装置（ICU用） 6 既 婦人科 6

ICU収容患者の監視を目的とする 測定項目:ECG/HR/NIBP/TEMP./RESP./SPO2可能,ﾓﾆﾀｰ:ｶ
ﾗｰLCD,心電図測定:3電極以上,呼吸測定範囲:4～120回/分
範囲以上SpO2測定範囲:40～100%範囲以上,体温測定範

囲:20～45℃,囲以上,非観血血圧測定方式:25～260mmHg範
囲以上,ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:付属

30 輸液ﾎﾟﾝﾌﾟ（ｼﾘﾝｼﾞﾀｲﾌﾟ） 22 既
産科、
婦人科

6 7 9

患者への薬剤投与の厳密な流量管理を
目的とする

流量設定範囲:0.1～199.9ml/h以上

機械精度:±2%以内

使用可能ｼﾘﾝｼﾞ:10ml､20ml､30ml､50mlの4種類以上

ｱﾗｰﾑ:付属

31 人工呼吸器 1 既 婦人科 1
ICU収容患者への機械的な人工換気に
よる人工呼吸を目的とする

酸素濃度:21～100%,一回換気量:50～1,300ml範囲以上

PEEP/CPAP:0～20cmH2O範囲以上,呼吸回数:8～40/分,ｱ
ﾗｰﾑ:内圧の上限と下限､O2ｶﾞｽ､APNEAを含

32 保育器 5 既 産科 4 1

未熟児等重症の新生児患者の保育を目
的とする

温度調整方式:ｻｰﾎﾞ及びﾏﾆｭｱﾙ

体温調整範囲:35.0～37.5℃範囲以上

器内温度調整範囲:25.0～37.0℃範囲以上

ｱﾗｰﾑ:付属

33 搬送用保育器 2 既 産科 1 1

重症の新生児患者の搬送を目的とする 体温調整範囲:30.0～37.0℃範囲以上

ｻｲｽﾞ:290(D)×600(W)×240(H)以上440(H)X930(W)X360(H)
以内
ﾊﾞｯﾃﾘｰ電圧:12V,ｱﾗｰﾑ:付属,ｷｬｽﾀｰ:付属

34 患者監視装置
（新生児用）

3 既 産科 1 2

重症の新生児患者の状態監視を目的と
する

測定項目:ECG/HR/NIBP/TEMP./RESP./SPO2可能,ﾓﾆﾀｰ:ｶ
ﾗｰLCD,心電図測定:3電極以上,呼吸測定範囲:4～120回/分
範囲以上SpO2測定範囲:40～100%範囲以上,体温測定範

囲:20～45℃,囲以上,非観血血圧測定方式:25～260mmHg範
囲以上,ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:付属

35 ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ 2 新 産科 1 1
経皮的な患者の蘇生診断を目的とする SpO2測定範囲:1～100%

脈拍測定:30～254bpm範囲以上

ｱﾗｰﾑ:付属

36 光線治療器 2 既 産科 1 1
新生児の黄疸の治療を目的とする ﾗﾝﾌﾟ:FLUORECENT 20Wx5本

ﾀｲﾏｰ:付属

ﾗｲﾄﾍｯﾄﾞ傾斜:調整可

37 ﾋﾞﾘﾙﾋﾞﾝﾒｰﾀｰ 2 新 産科 1 1
新生児の黄疸の診断を目的とする 測定範囲:0.0～20.0mg/dl範囲以上

測定方式:非観血(ｽｷﾝｾﾝｻｰﾀｲﾌﾟ)
電源:ﾊﾞｯﾃﾘｰ/充電ﾀｲﾌﾟ又は単三電池

38 新生児集中治療用
器具ｾｯﾄ

2 既 産科 1 1
患者へのマニュアル心肺蘇生を目的と
する

ﾀｲﾌﾟ:小児用

構成:ｼﾘｺﾝﾊﾞｯｸ(ﾊﾞﾙﾌﾞ付)､ﾏｽｸ､ｴｱｰｳｪｲ､ｹｰｽ､計8品目

ｼﾘｺﾝﾊﾞｯｸ容量:250ml～500ml

39 小児用人工呼吸器 1 既 産科 1

新生児患者への機械的な人工換気によ
る人工呼吸を目的とする

酸素濃度:21～100%,呼気流量:3～30L/分範囲以上,呼気時

間:0.1～2.0秒範囲以上,呼吸回数:2～150回/分範囲以上,ｱﾗｰ
ﾑ:内圧の上限と下限､O2ｶﾞｽを含,ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ:一体型又は人工
呼吸器本体と同一ｶｰﾄに組込

40 蒸気滅菌器 2 既 滅菌室 2

各種医療器具の中央滅菌を目的とする 容量:220L～300L,制御方法:ﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻｰ
温度範囲:132℃以上

ﾄﾞｱ:自動開閉もしくは手動開閉

ﾎﾞｲﾗｰ電力:20kw～40kw範囲以内

41 乾熱滅菌器 5 既
外来、婦人
科、産科

1 2 1 1

各種小物医療器具の早急な滅菌を目的
とする

容量:90L-120L,内装材質:ｽﾃﾝﾚｽｽﾁｰﾙ
温度範囲:50～250℃以上

対流方式:強制対流若しくは自然対流

温度制御:ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ

42 洗濯機 1 既
洗濯室
(別棟) 1

病室用リネンの洗濯を目的とする 機能:洗濯､脱水

洗濯容量:30kg～35kg
ﾄﾞﾗﾑ容量:300L～370L
加熱方式:電気

43 ｱｲﾛﾝ 1 既
アイロン室
(別棟) 1

病室リネン用アイロン ﾛｰﾗｰ径:320mm～325mm
ﾛｰﾗｰ長:1,900mm～2,200mm
ｱｲﾛﾝ速度:1.0m/min.～5.5m/min.範囲可変

加熱方式:電気

44 多機能ﾍﾞｯﾄﾞ 30 既 産科 15 15
病室の患者用ベッド ｻｲｽﾞ:950(W)x2,000(L)x750(H)以上,ｻｲﾄﾞﾚｰﾙ:付属

ｷｬｽﾀｰ:付属本体材質:ｽﾁｰﾙﾍﾞｰｽ及びｴﾎﾟｷｼｰﾊﾟｳﾀﾞｰ塗装

ﾏｯﾄﾚｽ:付属(ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ),ｸﾗﾝｸ:2ｸﾗﾝｸ以上

45 ﾊﾞｼﾈｯﾄ 30 既 産科 15 15
新生児用ベッド 素材:ｺｯﾄ部/ｸﾘｱｰｱｸﾘﾙ､ｽﾀﾝﾄﾞﾌﾚｰﾑ部/ｽﾁｰﾙ製

ﾏｯﾄﾚｽ:付属ｷｬｽﾀｰ:付属

ｻｲｽﾞ:430(W)x800(L)x850(H)以上











1F 2F 3F

1 超音波診断装置 1 既 外来・超音波 1

産婦人科検診において妊娠経過、腹部臓
器、生殖器の経腹・経膣的超音波診断を目
的とする

走査方式:ｺﾝﾍﾞｯｸｽ､ﾘﾆｱ
ﾓﾆﾀｰ:12ｲﾝﾁ以上､白黒,ﾌﾟﾛｰﾌﾞ:ｺﾝﾍﾞｯｸｽ､ﾄﾗﾝｽｳﾞｧｰｼﾞﾅﾙ
ｲﾒｰｼﾞﾒﾓﾘｰ:最大32ﾌﾚｰﾑ以上,ﾓｰﾄﾞ:B, B/B, B/M, M
ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:白黒,最大ﾌﾟﾛｰﾌﾞ接続数:2本以上

2 移動型超音波診断装置 1 新 妊婦診察室 1

ﾓﾊﾞｲﾙﾁｰﾑによる妊婦ﾉ巡回検診を目的とする 走査方式:ｺﾝﾍﾞｯｸｽ､ﾘﾆｱ
ﾓﾆﾀｰ:7又は9ｲﾝﾁ､白黒

ﾌﾟﾛｰﾌﾞ:ｺﾝﾍﾞｯｸｽ,
ﾓｰﾄﾞ:B, B/B, B/M, M

3 胎児心拍計 3 新 外来･分娩室 1 2

胎児の低酸素症等の診断、胎児の状態の把
握に使用

超音波周波数:2.5MHz
測定範囲:50-200bpm以上

可聴出力:0.5W以上

超音波出力:10mW/cm2以下

電源:AC/DC(充電式)

4 心電計 1 既 外来診療室 1
不整脈、心筋虚血などの診断において心臓
電位の時間的変化を観察する

誘導:12誘導

入力ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ:10MΩ以上

表示波形数:6ﾁｬﾝﾈﾙ

5 新生児・成人用血圧計 2 既 妊婦診察室 2
患者の血圧測定を目的とする ﾀｲﾌﾟ:移動型､新生児および成人用ｶﾌ付き

測定範囲:0～300mmHg

6 手術台 1 既 手術室 1

帝王切開等産婦人科関連各種手術用 作動方式:足踏み油圧式

ｻｲｽﾞ:1,930(L)×500(W)×770～1,000(H)mm以上

縦傾斜範囲:-20°～15°以上

背上げ範囲:-15°～60°以上

7 麻酔器 1 既 手術室 1

各種手術における患者に対する吸引麻酔を
目的とする

ﾌﾛｰﾒｰﾀｰ:3ｶﾞｽ用(O2･N2O･AIR),気化器:ﾊﾛｾﾝ
人口呼吸器:一体型又は麻酔器ｶｰﾄ組込

呼吸方式:電気駆動式･従量･ﾀｲﾑｻｲｸﾙ方式

一回換気量:100-1,200ml

8 ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ 1 新 手術室 1
経皮的な患者の蘇生診断を目的とする SpO2測定範囲:1～100%

脈拍測定:30～254bpm範囲以上

ｱﾗｰﾑ:付属

9 産科手術器具ｾｯﾄ 1 既 手術室 1
帝王切開等産科関連手術用器具 材質:本体部分ｽﾃﾝﾚｽｽﾁｰﾙ

構成:鉗子､ﾒｽ､鋏､針､滅菌ｹｰｽ等計78品目

10 産科分娩台
（LDRﾀｲﾌﾟ）

2 既 分娩室 2

技術協力におけるLDRベッドによる出産の
実施を目的とする

ｻｲｽﾞ:910(W)×2,000(L)×550～970(H)mm以上

背上げ傾斜範囲:-5～60°以上

ｻｲﾄﾞﾚｰﾙ:付属,ｷｬｽﾀｰ:付属

作動方式:電動式

11 分娩監視装置 1 既 分娩室 1

分娩時の胎児の状態観察を目的とする 測定方式:超音波ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ方

FHR測定範囲:50～210bpm範囲以上

FM測定:超音波ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰによる自動測定

UC測定:外測方,ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:内蔵

12 ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 2 既 分娩室 2

新生児患者の保育を目的とする 温度調整方法:ｻｰﾎﾞ及びﾏﾆｭｱﾙ

体温調整範囲:35.0～37.0℃範囲以上

O2ｼﾘﾝﾀﾞｰ/O2ﾊﾞﾙﾌﾞ:付属

ｻｸｼｮﾝ:付属,ｱﾗｰﾑ:付属

13 保育器 2 既 NICU 2

未熟児等重症の新生児患者の保育を目的と
する

温度調整方式:ｻｰﾎﾞ及びﾏﾆｭｱﾙ

体温調整範囲:35.0～37.5℃範囲以上

器内温度調整範囲:25.0～37.0℃範囲以上

ｱﾗｰﾑ:付属

14 患者監視装置
（新生児用）

1 新 NICU 1

重症の新生児患者の状態監視を目的とする 測定項目:ECG/HR/NIBP/TEMP./RESP./SPO2可能,ﾓﾆﾀｰ:ｶ
ﾗｰLCD,心電図測定:3電極以上,呼吸測定範囲:4～120回/分範

囲以上SpO2測定範囲:40～100%範囲以上,体温測定範囲:20
～45℃,囲以上,非観血血圧測定方式:25～260mmHg範囲以

上,ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:付属

15 輸液ﾎﾟﾝﾌﾟ
（ｼﾘﾝｼﾞﾀｲﾌﾟ）

6 既 NICU･ICU 4 2

患者への薬剤投与の厳密な流量管理を目的
とする

流量設定範囲:0.1～199.9ml/h以上

機械精度:±2%以内

使用可能ｼﾘﾝｼﾞ:10ml､20ml､30ml､50mlの4種類以上

ｱﾗｰﾑ:付属

16 光線治療器 1 既 NICU 1
新生児の黄疸の治療を目的とする ﾗﾝﾌﾟ:FLUORECENT 20Wx5本

ﾀｲﾏｰ:付属

ﾗｲﾄﾍｯﾄﾞ傾斜:調整可

17 ﾋﾞﾘﾙﾋﾞﾝﾒｰﾀｰ 1 新 NICU 1
新生児の黄疸の診断を目的とする 測定範囲:0.0～20.0mg/dl範囲以上

測定方式:非観血(ｽｷﾝｾﾝｻｰﾀｲﾌﾟ)
電源:ﾊﾞｯﾃﾘｰ/充電ﾀｲﾌﾟ又は単三電池

18 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ小児用体重計 1 既 分娩室 1
新生児の体重測定を目的とする 測定範囲:0～12kg範囲以上

表示:ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
目量:5g以下

19 新生児集中治療用器具ｾｯ
ﾄ

1 既 NICU 1
患者へのマニュアル心肺蘇生を目的とする ﾀｲﾌﾟ:小児用

構成:ｼﾘｺﾝﾊﾞｯｸ(ﾊﾞﾙﾌﾞ付)､ﾏｽｸ､ｴｱｰｳｪｲ､ｹｰｽ､計8品目

ｼﾘｺﾝﾊﾞｯｸ容量:250ml～500ml

20 婦人科検診台 2 既
妊婦、婦人科
診察室

1 1
婦人科の患者の診察と処置を目的とする 昇降作動方式:足踏み油圧式

ﾃｰﾌﾞﾙ昇降範囲:650～910mm範囲以上

背上げ傾斜範囲:0～35°以上

21 患者監視装置
（ICU用）

1 新 ICU 1

ICU収容患者の監視を目的とする 測定項目:ECG/HR/NIBP/TEMP./RESP./SPO2可能,ﾓﾆﾀｰ:ｶ
ﾗｰLCD,心電図測定:3電極以上,呼吸測定範囲:4～120回/分範

囲以上SpO2測定範囲:40～100%範囲以上,体温測定範囲:20
～45℃,囲以上,非観血血圧測定方式:25～260mmHg範囲以

上,ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:付属

22 縦型蒸気滅菌器 1 既 滅菌室 1

各種医療器具の滅菌を目的とする 容量:100-130L
内装材質:ｽﾃﾝﾚｽｽﾁｰﾙ
温度範囲:110～127℃範囲以上

ﾀｲﾏｰ:1～60min.範囲以上

仕様

表3-4 ガバール母子保健院における機材配置計画、使用目的、仕様

使用目的
配置場所

(科名)
配置計画既/

新
数
量

機材名No.







外来 婦人 産科 NICU

1 超音波診断装置 1 既 外来・超音波 1

産婦人科検診において妊娠経過、腹部臓
器、生殖器の経腹・経膣的超音波診断を目
的とする

走査方式:ｺﾝﾍﾞｯｸｽ､ﾘﾆｱ
ﾓﾆﾀｰ:12ｲﾝﾁ以上､白黒,ﾌﾟﾛｰﾌﾞ:ｺﾝﾍﾞｯｸｽ､ﾄﾗﾝｽｳﾞｧｰｼﾞﾅﾙ
ｲﾒｰｼﾞﾒﾓﾘｰ:最大32ﾌﾚｰﾑ以上,ﾓｰﾄﾞ:B, B/B, B/M, M
ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:白黒,最大ﾌﾟﾛｰﾌﾞ接続数:2本以上

2 移動型超音波診断装置 1 新 外来・超音波 1

ﾓﾊﾞｲﾙﾁｰﾑによる妊婦ﾉ巡回検診を目的とする 走査方式:ｺﾝﾍﾞｯｸｽ､ﾘﾆｱ
ﾓﾆﾀｰ:7又は9ｲﾝﾁ､白黒

ﾌﾟﾛｰﾌﾞ:ｺﾝﾍﾞｯｸｽ,
ﾓｰﾄﾞ:B, B/B, B/M, M

3 胎児心拍計 3 新 外来・分娩 1 2

胎児の低酸素症等の診断、胎児の状態の把
握に使用

超音波周波数:2.5MHz
測定範囲:50-200bpm以上

可聴出力:0.5W以上

超音波出力:10mW/cm2以下

電源:AC/DC(充電式)

4 心電計 1 既 外来・診療室 1
不整脈、心筋虚血などの診断において心臓
電位の時間的変化を観察する

誘導:12誘導

入力ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ:10MΩ以上

表示波形数:6ﾁｬﾝﾈﾙ

5 新生児・成人用血圧計 3 既 外来・診療室 3
患者の血圧測定を目的とする ﾀｲﾌﾟ:移動型､新生児および成人用ｶﾌ付き

測定範囲:0～300mmHg

6 手術台 1 既
婦人科
手術室

1

帝王切開等産婦人科関連各種手術用 作動方式:足踏み油圧式

ｻｲｽﾞ:1,930(L)×500(W)×770～1,000(H)mm以上

縦傾斜範囲:-20°～15°以上

背上げ範囲:-15°～60°以上

7 麻酔器 1 既
婦人科
手術室

1

各種手術における患者に対する吸引麻酔を
目的とする

ﾌﾛｰﾒｰﾀｰ:3ｶﾞｽ用(O2･N2O･AIR),気化器:ﾊﾛｾﾝ
人口呼吸器:一体型又は麻酔器ｶｰﾄ組込

呼吸方式:電気駆動式･従量･ﾀｲﾑｻｲｸﾙ方式

一回換気量:100-1,200ml

8 ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ 1 新
婦人科
手術室

1
経皮的な患者の蘇生診断を目的とする SpO2測定範囲:1～100%

脈拍測定:30～254bpm範囲以上

ｱﾗｰﾑ:付属

9 産科手術器具ｾｯﾄ 1 既
婦人科
手術室

1
帝王切開等産科関連手術用器具 材質:本体部分ｽﾃﾝﾚｽｽﾁｰﾙ

構成:鉗子､ﾒｽ､鋏､針､滅菌ｹｰｽ等計78品目

10 産科分娩台
（LDRﾀｲﾌﾟ）

2 既 分娩室 2

技術協力におけるLDRベッドによる出産の
実施を目的とする

ｻｲｽﾞ:910(W)×2,000(L)×550～970(H)mm以上

背上げ傾斜範囲:-5～60°以上

ｻｲﾄﾞﾚｰﾙ:付属,ｷｬｽﾀｰ:付属

作動方式:電動式

11 分娩監視装置 1 既 分娩室 1

分娩時の胎児の状態観察を目的とする 測定方式:超音波ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ方

FHR測定範囲:50～210bpm範囲以上

FM測定:超音波ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰによる自動測定

UC測定:外測方,ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:内蔵

12 ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏｰ 2 既 分娩室 2

新生児患者の保育を目的とする 温度調整方法:ｻｰﾎﾞ及びﾏﾆｭｱﾙ

体温調整範囲:35.0～37.0℃範囲以上

O2ｼﾘﾝﾀﾞｰ/O2ﾊﾞﾙﾌﾞ:付属

ｻｸｼｮﾝ:付属,ｱﾗｰﾑ:付属

13 保育器 2 既 NICU 2

未熟児等重症の新生児患者の保育を目的と
する

温度調整方式:ｻｰﾎﾞ及びﾏﾆｭｱﾙ

体温調整範囲:35.0～37.5℃範囲以上

器内温度調整範囲:25.0～37.0℃範囲以上

ｱﾗｰﾑ:付属

14 患者監視装置
（新生児用）

1 新 NICU 1

重症の新生児患者の状態監視を目的とする 測定項目:ECG/HR/NIBP/TEMP./RESP./SPO2可能,ﾓﾆﾀｰ:ｶ
ﾗｰLCD,心電図測定:3電極以上,呼吸測定範囲:4～120回/分範

囲以上SpO2測定範囲:40～100%範囲以上,体温測定範囲:20
～45℃,囲以上,非観血血圧測定方式:25～260mmHg範囲以

上,ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:付属

15 輸液ﾎﾟﾝﾌﾟ
（ｼﾘﾝｼﾞﾀｲﾌﾟ）

6 既 ICU･NICU 2 4

患者への薬剤投与の厳密な流量管理を目的
とする

流量設定範囲:0.1～199.9ml/h以上

機械精度:±2%以内

使用可能ｼﾘﾝｼﾞ:10ml､20ml､30ml､50mlの4種類以上

ｱﾗｰﾑ:付属

16 光線治療器 1 既 NICU 1
新生児の黄疸の治療を目的とする ﾗﾝﾌﾟ:FLUORECENT 20Wx5本

ﾀｲﾏｰ:付属

ﾗｲﾄﾍｯﾄﾞ傾斜:調整可

17 ﾋﾞﾘﾙﾋﾞﾝﾒｰﾀｰ 1 新 NICU 1
新生児の黄疸の診断を目的とする 測定範囲:0.0～20.0mg/dl範囲以上

測定方式:非観血(ｽｷﾝｾﾝｻｰﾀｲﾌﾟ)
電源:ﾊﾞｯﾃﾘｰ/充電ﾀｲﾌﾟ又は単三電池

18 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ小児用体重計 1 既 分娩室 1
新生児の体重測定を目的とする 測定範囲:0～12kg範囲以上

表示:ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
目量:5g以下

19 新生児集中治療用器具ｾｯ
ﾄ

1 既 NICU 1
患者へのマニュアル心肺蘇生を目的とする ﾀｲﾌﾟ:小児用

構成:ｼﾘｺﾝﾊﾞｯｸ(ﾊﾞﾙﾌﾞ付)､ﾏｽｸ､ｴｱｰｳｪｲ､ｹｰｽ､計8品目

ｼﾘｺﾝﾊﾞｯｸ容量:250ml～500ml

20 婦人科検診台 2 既
婦人科
・診察室

1 1
婦人科の患者の診察と処置を目的とする 昇降作動方式:足踏み油圧式

ﾃｰﾌﾞﾙ昇降範囲:650～910mm範囲以上

背上げ傾斜範囲:0～35°以上

21 患者監視装置
（ICU用）

1 新 ICU 1

ICU収容患者の監視を目的とする 測定項目:ECG/HR/NIBP/TEMP./RESP./SPO2可能,ﾓﾆﾀｰ:ｶ
ﾗｰLCD,心電図測定:3電極以上,呼吸測定範囲:4～120回/分範

囲以上SpO2測定範囲:40～100%範囲以上,体温測定範囲:20
～45℃,囲以上,非観血血圧測定方式:25～260mmHg範囲以

上,ﾌﾟﾘﾝﾀｰ:付属

22 縦型蒸気滅菌器 2 既 滅菌室 2

各種医療器具の滅菌を目的とする 容量:100-130L
内装材質:ｽﾃﾝﾚｽｽﾁｰﾙ
温度範囲:110～127℃範囲以上

ﾀｲﾏｰ:1～60min.範囲以上

表3-5 ハラズダン母子保健院における機材配置計画、使用目的、仕様

配置場所
(科名) 使用目的機材名No. 既/

新
数
量

1F 2F
配置計画

仕様





3-2-4 調達計画 

3-2-4-1 調達方針 
本計画の実施にあたっては、本計画が日本国政府の無償資金協力の枠組みに従って実施されるこ

とを十分考慮し、次の方針で臨むこととする。 

① 交換公文（E/N）締結後、限られた期間内に、設計開始から据付を経て検収引渡しまでを適正、

迅速かつ支障なく完了することが求められており、各段階における業務を効率的、効果的に実

施することを可能とする作業計画、要員計画を策定する。 

② アルメニア国外務省、保健省をはじめとする同国政府関係機関および対象施設関係者と、コンサ

ルタント、機材調達業者との間で十分意見交換を行い、良好な意思の疎通に努め、円滑な計画

の実施を図る。 

 
本計画が両国政府において承認され、交換公文が締結された後、アルメニア国保健省と契約した

日本法人コンサルタントが実施設計、調達監理業務を行う。また前記交換公文に基づいた一般競争

入札により決定された日本法人調達業者が、機材の調達、据付を実施する。本計画実施に当たって

の事業実施主体、コンサルタント、機材調達業者は以下の通り。 

 
(1) 事業実施主体 

本計画の実施に当たってのアルメニア国政府の責任官庁は保健省である。保健省は本件の契約当

事者としてアルメニア国側の契約主体となる。保健省は、事業実施に当たって対象施設毎の担当責

任者の選定および機材の開梱・搬入・組み立て・試運転等の作業時に協力する。なお通関、国内輸

送等の責任は保健省並びに財務経済省がこれに当たる。 

 
(2) コンサルタント 

両国政府による本件交換公文（E/N）の締結後、保健省は日本法人コンサルタントとの間で実施

設計および調達監理に関するコンサルタント契約を締結する。この契約は日本政府の認証を得て発

効する。この契約に基づきコンサルタントは次の業務を実施する。 

① 実施設計段階 

計画内容の最終確認および機材仕様のレヴューを行う機材仕様等検討作業、入札図書作成・入札

業務・評価等を行う入札関連業務 

② 調達監理段階 

機材調達業者に対する指導、助言および調整、機材の出荷前又は船積み前検査の実施、機材搬入・

据付けの立会い・助言、試運転・検査の立会い・助言、その他監理業務 

 
(3) 機材調達業者 

前記交換公文に基づき、無償資金協力「調達のガイドライン」に従って、保健省は、一般競争入
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札により決定される日本法人調達業者と機材調達契約を締結する。この契約は日本政府の認証を得

て発効する。この契約に基づき調達業者は次の業務を実施する。 

① 機材の調達および輸送・搬入業務 

② 機材の据付け業務・操作・維持管理・修理に関する技術指導 

 

3-2-4-2 調達上の留意事項 
 業務全体の遂行に当たって、機材調達から輸送、搬入、据付けまで短期間に効率よく実施可能と

なるよう、機材調達業者と緊密なコミュニケーションを図り、工程監理を確実に行う。特に対象病

院においては別途技術協力プロジェクトが計画されており、綿密な計画をたてることが重要となる。 

一方、CPOG に調達が予定されている冷蔵庫・冷凍庫に関しては、冷媒として代替フロンを使用

することとする。 

 

3-2-4-3 調達・据付区分 
 本事業を実施するに当たってのアルメニア国側と日本側との施工負担区分は次のとおりである。

① アルメニア国側負担事項 

・ 調達機材の適切かつ迅速な通関手続きおよび必要となる経費の負担 

・ 調達機材の設置前保管場所の確保 

・ 本調達機材の据付けに支障のある既存機材の撤去 

・ 本調達機材の搬入に必要な搬入路工事 

 
② 日本側負担事項 

・ 医療機材の調達 

・ 医療機材の海上および陸上輸送、各対象病院への搬入、据付けおよび試運転 

・ 医療機材の操作、維持管理技術の指導 

 

3-2-4-4 調達監理計画 
 日本国政府の無償資金協力の方針に従って、日本法人コンサルタントは基本設計調査報告書に基

づき、実施設計、調達監理の各段階を通じて、公正な立場に立って指導、助言、調整を行い、当該

計画の円滑な事業実施を図る。コンサルタントは機材据付けが完了し、契約条件が遂行されたこと

を確認の上、機材の引渡しに立会い、アルメニア国側の受領確認と承認を得て業務を完了する。 

 
(1) 調達監理方針 

① 両国関係機関担当者と密接な連絡を行い、遅滞なく機材整備の完了を目指す。 

② 施工関係者に対し、迅速かつ適切な指導・助言を行う。 

③ 機材引渡し後の維持管理に係り、適切な指導・助言を行う。 
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(2) コンサルタント要員計画 

1) 実施設計体制 

実施設計に係わるコンサルタントの構成は、以下のとおりである。 

① 業務主任（1 名） 

 コンサルタント業務全体の総括・指導 

② 機材計画 1（1 名） 

計画内容最終確認、機材仕様等のレビュー、入札図書の作成、入札業務・評価 

③ 機材計画 2／積算（1 名） 

機材仕様等のレビュー、積算確認業務、入札図書の作成、入札業務・評価 

 
2) 調達監理体制 

調達監理に係わるコンサルタントの構成は、以下のとおりである。 

① 常駐調達監理（1 名） 

 現地における調達監理 

② 調達監理（事前打合せ･検収･引渡等）（1 名） 

先方機関との事前確認打合せ、検収･引渡し 

③ 検査技術者（製作図確認・照合）（1 名） 

製作図確認・照合 

④ 検査技術者（立会検査）（1 名） 

船積み前機材照合検査における検査機関との連絡・調整 

  

3-2-4-5 資機材等調達計画 
 (1) 機材調達上の留意事項 

本計画において調達が検討されている機材は、頻繁な定期点検、維持管理に高度な技術や、故障

時に緊急な対応を必要としない基本機材が中心であるが、試薬を恒常的に調達する必要のあるラボ

関連機材、故障時の修理、消耗品・パーツの調達の必要が生じる機材（ME 関連機材・腹腔鏡セッ

ト、保育器、麻酔器、人工呼吸器等）については、アルメニア国内または近隣諸国に代理店を有す

る企業を条件にする必要がある。 

 

(2) 第三国調達 

機材調達に際して、保守サービスおよび交換部品、消耗品の安定的供給を必要とする機材につい

ては、現地および近隣諸国に代理店を有していることが不可欠となる。 

また恒常的な試薬・消耗品の調達を必要とする機材については、アルメニア国内または隣国グル

ジアに供給スポットを持つ第三国メーカーの製品（主に欧州・米国のメーカー）も調達の対象範囲

に含め検討し、公正な入札への配慮も合わせて行う必要がある。 

一方、アルメニアはロシアと良好な関係を維持しており、往来が容易であり、市場流通経路が確
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保され、大半の欧州・米国の医療機材メーカーおよび多くの日本メーカーがモスクワに現地法人、

代理店、エージェントを有し、アルメニアおよび他の CIS 諸国向けにサービス体制が確立されてい

ることを考慮すると、恒常的なサービスを必要としない一般的な機材についてのメンテナンスサー

ビス等に関しては、現地、近隣諸国の他にモスクワにエージェントを有するメーカーも対象とする

選定が望ましい。 

 
(3) 内陸輸送 

ポチ港の港湾施設の充実度や道路の状態から判断し、安全性、納期面で本計画においては、過去

2 回の医療無償資金協力における調達ルートでもあるグルジア国のポチ（Poti）港で陸揚げをし、

グルジア国内経由アルメニア国エレヴァンまで陸送が最適と考えられる。 

 
 

図 3-1 内陸輸送ルート 

ｲﾗﾝ･ｲｽﾗﾑ共和

ﾛ ｼ ｱ 連

ﾄﾙｺ共和国

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ共和

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ共

ｱﾙﾒﾆｱ共和

ｸﾞﾙｼﾞｱ

ｴﾚｳﾞｧﾝ 

ﾄﾋﾞﾘｼ 

ﾎ ﾟ ﾁ

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
(4)  技術者派遣計画 

機材の据付けに関しては、日本もしくは機材調達国から技術者を派遣し、据付けに関しての必要

な労務者等は、基本的に対象施設の近隣で確保することとする。また調達機材のオペレーションと

日常メンテナンス指導は、対象病院の医師をはじめとする担当者への技術移転が充分に行えるよう、

各施設の代表者・機材使用の担当医師に対して実施し、適切な実施時期を考慮した工程を作成する。  

 
表 3-6 技術者派遣計画 

技術者 技術者数 派遣日数 派遣期間(人/月) 
現地調達管理者（責任者） 1 22（移動日:4 日） 0.73
検査関連機材 1 4（*移動日:2 日） 0.13
中材関連機材 1 4（*移動日:2 日） 0.13

*現地調達管理者（責任者）は日本から、検査および中材関連機材の技術者は、多くのメーカーがモスクワ 
に管轄エージェントを有していることから、モスクワからの派遣として計画する。 

 
3-2-4-6  実施工程 
 日本国政府の無償資金協力により本計画が実施されるに至った場合は、コンサルタントによる機

材仕様等検討業務、入札関連業務を経て、機材調達業者により機材が調達される。本計画の実施工

程を表 3-7 事業実施工程表に示す。 
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表 3-7 事業実施工程表 

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
 
 
 
 
 
 
 
 

             

 
 
 
 
 
 

            

（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約・計画内容最終確認）
国内

現地
実
施
設
計 

（入札図書承認）

（入札図書作成） 

（入札準備）

（計 3.50 ヵ月）（入札評価・業者契約）

調
達
・
据
付

（輸送）（機材製造・調達）

（据付・引渡）

（計 6.50 ヵ月）

 

3-3 相手国側分担事業の概要 
本計画実施のため、アルメニア側の負担により次の事項を実施する。 
① CPOG に設置されている既存機材の撤去（表 3-9 アルメニア国側負担経費を参照） 

② 本計画調達機材の輸入に関し、アルメニア国側で課せられる関税・内国税およびその他財政

課徴金の免税手続き 

③ 日本国および第三国から輸入される医療機材および資材の迅速な通関手続き 

④ 事業実施に関連してアルメニア国に入国および滞在する日本人および第三国の技術者に対

して入国および滞在に必要な便宜供与 

⑤ 本計画によって整備される機材の適正、かつ効果的な維持、使用 

⑥ 日本国側負担以外の全ての必要経費の負担 

 
3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 
本計画における調達対象機材の多くが既存の老朽機材の更新であると同時に、主に母子保健院へ

の調達対象機材は基礎的な機材に限定されており、対象病院のスタッフは調達対象機材の操作・運

営に関する充分な知識と経験を有している。 

CPOG における医療スタッフの技術水準に関しては、同病院が旧ソ連時代からの母子保健分野に

おける医療サービスの提供および教育機関としての拠点施設であったこと、独立後にモスクワおよ

び欧米各国での先進医療施設における勤務経験がある医師が多く勤務しており、高い技術力を有し

ている。またガバールおよびハラズダン母子保健院への調達機材は、既存機材の更新が中心であり、

基礎的な機材が占められており、欧米・ロシアの医療施設での業務経験を有している医師も多く、

機材の使用・運営には問題が無いと判断される。 

一方、各対象病院は基本的に独立採算制による自主運営を実施しており、その収入源は結核治療、

感染症、性感染症、産婦人科検診、小児診療、慢性疾患、社会的弱者、救急医療、公衆衛生、PHC
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を対象としたBBPプログラムによる国庫からの診療費の支払いおよびBBPプログラム対象外の診

療に対する患者負担費によるものである。各対象病院の収支状況はほぼバランスしており、これは

前記の表 2-7 の通り、BBP プログラムによる各対象病院への支払いが、2002 年以降、請求金額に

対しほぼ 100％払い込まれているためで、以前のような予算の逼迫による医療スタッフへの給料の

遅配等は解消され、現在では対象病院の経営は健全化に向かっていると判断できる。また定期点検、

故障時の対応および消耗品・パーツの調達の必要が生じる機材や、試薬を恒常的に調達する必要の

あるラボ関連機材については、アルメニア国内または近隣諸国に代理店を有する企業を条件にする

ことで、迅速かつ安価なサービス体制の構築に留意した維持管理計画を策定する。 

各調達機材の運営・維持管理費および病院収支に占める割合については（3-5-2  運営・維持管理

費）に詳細を示す。 

 
3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1  協力対象事業の概算事業費 
(1) 日本側負担経費 

本計画を実施する場合に必要となる日本側の事業費の総額は約 209.10 百万円となり、計画には

機材の調達の他に、医療機材の対象病院までの輸送、搬入、据付けおよび試運転、医療機材の操作・

維持管理指導等の費用が含まれる。 

尚、本概算事業費が即交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 
 

表 3-8 概算事業費総括表 
 

概算総事業費 約 209.10 百万円 
費目 概算事業費 （百万円） 

専門科病棟 98.93 
検査室 4.73 CPOG 

ICU 27.89 
131.55 

ｶﾞﾊﾞｰﾙ 

母子保健院 
専門科病棟 25.77 25.77 

機材 

ﾊﾗｽﾞﾀﾞﾝ 

母子保健院 
専門科病棟 26.38 26.38 

実施設計・調達管理・技術指導 25.40 
 

  
 (2) アルメニア国側負担経費 

CPOG に設置されている既存の手術灯、蒸気式滅菌機、洗濯機、アイロンの機材撤去は原則とし

てアルメニア側負担である。 

 
表 3-9 アルメニア国側負担経費 

対象病院 費目 金額 （円） 

CPOG 手術灯、蒸気式滅菌機、洗濯機、

ｱｲﾛﾝ撤去費 約 33,000 
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(3) 積算条件 

 積算時点   ：平成 16 年 11 月 

為替交換レート：1US＄=110.08 円  

1EURO=135.99 円 

施工期間   ：施工工程に示したとおり 

その他    ：本プロジェクトは、日本政府の無償資金協力制度に従う。  

 

3-5-2  運営・維持管理費 
計画に係わる運営・維持管理予算は 、BBP プログラムとして実施されている周産期診断、分娩

等を対象とした国家医療予算からの診療費の支払い、およびプログラム対象外の診療にかかる患者

負担を主な収入基盤とする各対象病院の予算によって賄われる。 

 
(1) 機材調達による運営・維持管理費 

機材の維持管理経費としては、消耗品購入費、定期点検・メンテナンス、光熱費が上げられるが、

調達対象機材の多くは基本機材に限定されているため、定期点検・メンテナンス費用および光熱費

については発生が少なく、また多くが既存機材の更新となるため新規機材においてはこれらの費用

は減少する。よって維持管理経費に関しては、主に、新規調達対象機材における消耗品となる検査

用試薬、検査機器電極部、プリンターペーパー、ジェル、光源用ランプ等が考えられる。機材調達

にあたっては消耗品・スペアパーツのストックと保守管理に迅速に対応可能なサービス体制に留意

し、交換部品調達が確実に可能なメーカーの製品を調達する。表 3-10 に調達予定機材の概算運営・

維持管理経費および各対象病院の概算経費を示す。 

 
表 3-10 調達予定機材の概算運営・維持管理経費および各対象病院の概算経費 

          （千ﾄﾞﾗﾑ） 

対象病院の概算経費 
機材名 1 台当りの 

概算費/年 備考及び積算根拠 
CPOG ｶﾞﾊﾞｰﾙ ﾊﾗｽﾞﾀﾞﾝ

超音波診断装置 200 患者数 10 人/日、消耗品：ｼﾞｪﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾍﾟｰﾊﾟｰ 400 200 200
移動型超音波診断装置 100 患者数 5 人/日、消耗品：ｼﾞｪﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾍﾟｰﾊﾟｰ - 100 100
腹腔鏡 125 患者数 5 人/日、消耗品：光源 125 - - 
ｺﾙﾎﾟｽｺｰﾌﾟ 125 患者数 5 人/日、消耗品：光源 125 - - 
分娩監視装置 15 患者数 5 人/日、消耗品：ｼﾞｪﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾍﾟｰﾊﾟｰ 30 15 15
保育器 70 消耗品：窓用ｶﾊﾞｰ、ｴｱﾌｨﾙﾀｰ (3 ヵ月後とに交換) 350 140 140
患者監視装置 250 消耗品：電極用消耗品 （7 極ﾀｲﾌﾟ） 2,000 250 250
新生児ﾓﾆﾀｰ 250 消耗品：電極用消耗品 750 250 250
光線治療器 20 患者数 1 人/日、消耗品：発光管 （有効時間：3,000 時間） 40 20 20
心電計 150 患者数 5 人/日、消耗品：ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾍﾟｰﾊﾟｰ、電極用消耗品 450 150 150
凝固計 300 検査数 30 検体/日、消耗品：電極、試薬、ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾍﾟｰﾊﾟｰ 300 - - 
電解質分析装置 375 検査数 30 検体/日、消耗品：電極、試薬、ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾍﾟｰﾊﾟｰ 375 - - 

生化学分析装置 1,000 検査数 50-100 検体/日、消耗品：試薬、ｾﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾍﾟｰﾊﾟ

ｰ、ﾗﾝﾌﾟ/ﾋｭｰｽﾞ 1,000 - - 

合計 5,945 1,125 1,125
概算条件：年間稼動日数 250 日 （ﾒﾝﾃﾅﾝｽ費用を除く。また消耗品は国内ﾏｰｹｯﾄから調達するものとする） 
*1ﾄﾞﾗﾑ=0.19円 
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(2) 対象病院の収支に占める運営・維持管理費の割合 
前記の表 3-10 の各対象病院における調達予定機材の運営・維持管理経費負担分の合計を 2000～

2003 年度の平均年間支出に占める割合として試算すると、次項の表 3-11 に示すように CPOG で

2.2%、ガバール母子保健院 3.6％、ハラズダン母子保健院 2.6％の微増となる。これは、現在の比

較的良好な病院の経営状況および母子保健分野を重点項目としている BBP プログラムに対する国

家予算からの支払いの状況を考慮すると、本計画の調達対象医療機材に係わる運営・維持管理経費

の持続的予算配分については問題ないと判断できる。一方で機材の整備による病院の稼働率や患者

数の増加が期待され、診断件数の増加による国家負担および患者負担による病院収入の増加が見込

まれる。 

また本計画の対象機材はアルメニアおよび近隣国に代理店を有するメーカーから調達される予

定であり、メンテナンスサービスや交換部品、消耗品が迅速かつ安価に供給されること、老朽化機

材の更新によりメンテナンスコストおよび消費電力等の低減が見込まれる。 

 
表 3-11 対象病院の支出に対する調達対象機材の推定維持管理経費の割合 

（千ﾄﾞﾗﾑ） 

 CPOG ｶﾞﾊﾞｰﾙ ﾊﾗｽﾞﾀﾞﾝ 
① 年間調達機材運営・維持管理費 5,945 1,125 1,125
② 年間支出（2000～2003 年の平均） 267,398 31,004 43,971
比率 （①/②×100） 2.2％ 3.6％ 2.6％

 
 
3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 
本計画は実施が予定されている技術協力プロジェクトとの連携による相乗効果の発現を目指し

た計画としている。このため技術協力プロジェクトの実施計画に対応し、工期に支障が生じること

のない機材調達、輸送、据付け等の実施体制の構築が必要となる。 
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第 4 章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

本計画の裨益対象は、アルメニア全土から妊産婦を受け入れている母子保健における第三次医

療施設の CPOG が対象病院に含まれるため、全国の出産可能年齢（15～49 歳）の女性約 933
千人および出生児の 42 千人（共に 2003 年統計）となり、その裨益効果は広範囲に及ぶ。一方、

二次医療施設であるガバールおよびハラズダン母子保健院は地域の中核病院であり、妊産婦への

周産期医療サービスの提供、一次医療施設からの患者の搬送、モバイルチームによる地域巡回診

療の拠点として重要な位置を占めており、地域の住民への直接的な裨益が期待できる。 
また各対象施設は「根拠に基づいた医療」（Evidence Based Medicine :EBM）の推進による

妊娠、出産の安全性と快適性の向上を目指した専門家の派遣による技術協力プロジェクトが計画

されており、本計画との連携により、周産期医療サービスの向上、対象病院間の連携体制の構築

といった分野での相乗効果の発現が期待される。 
 

1) 直接効果 
・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

各対象病院において質の良い周産期医療診断体制が整備される。 
各対象病院における周産期医療サービスが向上し、産婦人科外来患者数、妊産婦登録数の

増加が図られる。 
各対象病院において妊産婦診断機能および CPOG における第三次医療施設として診断、治

療機能が強化・改善されることによって、周産期における異常の早期発見および治療が可

能となる。 
対象病院において安全な出産が促進され、また新生児の救命率が上がり新生児死亡件数が

低下する。 
 
2) 間接効果 

全国レベルの妊産婦死亡率、新生児死亡率、周産期死亡率の低減が期待される。 
CPOG においては医療教育機関としての機能の向上により、国内外の医学生への裨益効果

が期待される。 
 

4-2 課題・提言 
アルメニア国保健省の本計画への実施能力は高いと考えられるが、下記の事項が改善整備さ

れれば、本計画はより円滑かつ効果的に実施しうると期待される。 
 

1) 保健医療財政の持続的安定 
本計画の協力対象分野である母子保健における診断・治療を患者が無料で受けることを保障し
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ている国家プログラム（BBP プログラム）は保健省予算配分より賄われている。現在、保健省

は国家プログラムの安定化を促進しており、今後、数年間の国家プログラム費用は増加すると考

えられる。しかし長期的に見ると、経済基盤が弱く、脆弱な国家財政に伴い、公的保険制度の導

入による国家予算以外からの財源の確保が不可欠である。また医療財源の歳入の増加を図るだけ

でなく、現状の保健医療予算の配分を裨益効果の高いPHCレベルへ、その配分比率を高める等、

限られた資源を効率的に活用できるようにする体制の構築が求められる。国家プログラムの安定

化および将来的な公的保険制度の導入により、多くの女性や小児が診療を受け易くなり、また多

額の費用を要する新生児医療や先天性疾患に対する手術などが無料となることで乳児死亡率等

の低減に寄与することが可能となる。 
 
2) 他ドナーによる PHC 医療サービス強化との連携 
アルメニアの母子保健分野は国家の重点医療政策に位置づけられていることなどから、特に

PHC レベルの医療施設に対して世界銀行、国連機関等による支援が継続して実施されており、

上位医療施設である二次、三次病院を対象としている本計画とは相互補完関係にある。本計画の

援助効果をより大きく持続性のあるものとするためにも、他ドナーが PHC レベルにおいて実施

している①機材供与・施設改修、②各医療施設間のネットワークの構築を含めた保健医療情報シ

ステムの整備と医療統計の信頼度の向上、③医療人材育成・再教育等のソフト面支援等との連携

が重要となる。しかし現状においては、各ドナーが独自にそれぞれ各医療施設の活動に対して援

助を計画・実施している事例も散見さるなど、効率的なドナー間の援助調整が十分に行われてい

るとは言えない。援助調整機能を持つ保健省の外交部が中心となり、各ドナー間での情報・意見

交換を緊密に行うことは本計画の協力効果をさらに強化するのみならず、アルメニアにおける包

括的な母子保健医療サービスの向上につながる。 
 

4-3 プロジェクトの妥当性 
我が国の無償資金協力による協力対象事業としての妥当性として以下の点が挙げられる。 
・全国の地域からの妊産婦を受け入れている母子保健における第三次医療施設である CPOG

が対象病院に含まれているため、本計画の裨益対象は、全国の出産可能年齢（15～49 歳）

の女性約 933 千人および出生児 42 千人（共に 2003 年統計）となる。また妊産婦の約 90％
が施設内出産であり、その裨益効果は広範囲に及ぶ。 

・本計画の目標が対象病院における母子の保健医療サービスの改善であり、国家医療政策

（2004-2015）および PRSP における最優先分野となっている。 
・本計画で調達が予定されている機材は全て PHC レベルの施設で使用される基本機材に限ら

れ、その維持管理および効果的な活用については、現状の医療従事者、維持管理体制での

対応が十分可能である。 
・相手側主管官庁および関連部署は、過去の我が国の無償資金協力の受入れ実績を有し、そ

の実施能力も高いことから、本計画の円滑な実施は可能である。 
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4-4 結論 
前述のとおり、本計画には多大な効果が期待され、同対象施設において計画されている技術協

力プロジェクトとの相乗効果により、アルメニアの保健医療政策の促進およびアルメニアの母子

の健康の増進に大きく貢献することが確認されており、協力対象事業の一部に対して日本の無償

資金協力を実施することの意義は大きいと判断される。また導入後の機材の運営維持に関しては、

対象施設の医師、看護師、管理技術者等の医療従事者の技術レベルは高く、適切な維持管理体制

も整備されていることから機材導入後の利活用についての問題はない。一方、調達機材の維持に

かかわる財政面においても、本計画で調達される機材は維持管理コストが低い基本機材が中心と

なるため、国家保健庁による BBP プログラムの予算および患者負担からの収入により調達機材

の維持管理コストの負担が可能となるため、本プロジェクトは円滑且つ効果的に実施しうると考

えられる。 
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資料 2 調査行程 

(1) 基本設計調査 

No. 
月/

日 

曜日 官団員行程 ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ団員行程 宿泊地 

1 6/22 火 成田発→ｳｨｰﾝ経由→(A,B,C) 成田発→ｳｨｰﾝ経由→(D) 機中(A,B,C,D)  

2 6/23 水 

→ｴﾚｳﾞｧﾝ着(A,B,C) 

外務省表敬 

保健省ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ説明･協議 

→ｴﾚｳﾞｧﾝ着(D) 

外務省表敬 

保健省ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ説明･協議 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B,C,D)  

3 6/24 木 
CPOG、Hrazdan母子保健院調査(A,B,C) 

ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ説明･協議 

CPOG・Hrazdan母子保健院調査 (D) 

ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ説明･協議 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B,C,D) 

機中(E,F) 

4 6/25 金 CPOG調査(A,B,C) CPOG調査( D,E,F) ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B,C,D,E,F) 

5 6/26 土 
CPOG(ﾐﾆｯﾂ協議)(A,B,C) 

過去の無償案件調査 

CPOG(ﾐﾆｯﾂ協議)(D,E,F) 

過去の無償案件調査 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B,C,D,E,F) 

6 6/27 日 団内協議(A,B,C) 団内協議( D,E,F) ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B,C,D,E,F) 

7 6/28 月 
CPOG(ﾐﾆｯﾂ協議・署名) (A,B) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ発→ﾛﾝﾄﾞﾝ経由→(C) 
CPOG(ﾐﾆｯﾂ協議・署名) (D,E,F) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ( A,B,D,E,F) 

機中(C) 

8 6/29 火 

Gavar母子保健院調査(B) 

→成田着(C) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ発→ﾛﾝﾄﾞﾝ経由→(A) 

Gavar母子保健院調査(D,E,F) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,D,E,F) 

機中(A) 

9 6/30 水 
Gavar母子保健院調査(B)  

→成田着(A) 
Gavar母子保健院調査(D,E,F) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,D,E,F) 

10 7/1 木 Hrazdan母子保健院調査(B) Hrazdan母子保健院調査(D,E,F) ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,D,E,F) 

11 7/2 金 
CPOG調査(B) CPOG調査(D,E) 

調達関連調査(F) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,D,E,F) 

12 7/3 土 
CPOG調査(B) CPOG調査(D,E) 

調達関連調査(F) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,D,E,F) 

13 7/4 日 資料整理、周辺撮影(B) 資料整理、周辺撮影(D,E,F) ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,D,E,F) 

14 7/5 月 
CPOG調査(B) CPOG調査(D,E) 

保健省(F) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,D,E,F) 

15 7/6 火 CPOG調査(B) CPOG調査(D,E,F)  ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,D,E,F) 

16 7/7 水 
CPOG調査(B) CPOG調査(D,E)  

ｴﾚｳﾞｧﾝ発→ｳｨｰﾝ経由→(F) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,D,E) 

機中(F) 

17 7/8 木 
他ﾄﾞﾅｰ調査(B) 他ﾄﾞﾅｰ調査( D,E)  

→成田着(F) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,D,E) 

18 7/9 金 他ﾄﾞﾅｰ調査(B)  他ﾄﾞﾅｰ調査( D,E)  ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,D,E) 

19 7/10 土 
ｴﾚｳﾞｧﾝ発→ﾛﾝﾄﾞﾝ経由→(B) 

代理店調査( D,E) 
ｴﾚｳﾞｧﾝ(D,E) 

機中(B) 

20 7/11 日 →成田着(B) 資料整理、周辺撮影 ｴﾚｳﾞｧﾝ(D,E) 

21 7/12 月 
 Gavar母子保健院調査(E) 

他ﾄﾞﾅｰ調査(D) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(D,E) 

22 7/13 火 
 Hrazdan母子保健院調査(E) 

他ﾄﾞﾅｰ・代理店調査(D) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(D,E) 

23 7/14 水  CPOG調査(D,E) ｴﾚｳﾞｧﾝ(D,E) 

24 7/15 木  CPOG・他ﾄﾞﾅｰ調査(D,E) ｴﾚｳﾞｧﾝ(D,E) 

25 7/16 金  CPOG調査(D,E) ｴﾚｳﾞｧﾝ(D,E) 

26 7/17 土  代理店調査( D,E) ｴﾚｳﾞｧﾝ(D,E) 

27 7/18 日  資料整理、調達関連補足調査( D,E) ｴﾚｳﾞｧﾝ(D,E) 

28 7/19 月 

 保健省（調査結果報告）(D) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ発→ﾓｽｸﾜ着(D) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ発→ｳｨｰﾝ経由→(E) 

ﾓｽｸﾜ(D) 

機中(E) 

29 7/20 火 

 ﾓｽｸﾜ市内代理店調査(D) 

在ﾓｽｸﾜ日本大使館(結果報告) 

→成田着(E) 

ﾓｽｸﾜ(D) 

30 7/21 水 
 ﾓｽｸﾜ市内代理店調査(D) 

ﾓｽｸﾜ発→ 

機中(D) 

31 7/22 木  →成田着(D)  

(A) 総括、(B) 技術参与、 (C) 計画管理､ (D) 業務主任/機材計画１､ (E) 調達積算計画/機材計画２､ (F) 設備計画  
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(2) 基本設計概要書案説明 

No. 
月/

日 

曜日 官団員行程 ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ団員行程 宿泊地 

1 9/20 月  成田発→ｳｨｰﾝ経由→(CD) 機中(C)  

2 9/21 火  

→ｴﾚｳﾞｧﾝ着(C) 

保健省・CPOG（基本設計概要書及び計

画内容の説明） 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(C)  

3 9/22 水  
CPOG（基本設計概要書、計画内容、機

材仕様の説明） 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(C) 

4 9/23 木  
Gavar母子保健院（基本設計概要書、計

画内容、機材仕様の説明） 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(C)  

5 9/24 金  
Hrazdan母子保健院（基本設計概要書、

計画内容、機材仕様の説明） 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(C)  

6 9/25 土  調達関連補足調査 ｴﾚｳﾞｧﾝ(C) 

7 9/26 日 成田発→ｳｨｰﾝ経由→(B) 資料整理 
ｴﾚｳﾞｧﾝ( C) 

機中(B) 

8 9/27 月 

→ｴﾚｳﾞｧﾝ着(B) 

CPOG（技術協力関連機材仕様の説

明と確認） 

CPOG（機材仕様の説明） 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(C) 

機中(B) 

9 9/28 火 

ﾛﾝﾄﾞﾝ発→ｳｨｰﾝ経由→(A) 

CPOG（技術協力関連機材仕様の説

明と確認）(B) 

CPOG（機材仕様の説明） 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(B,C) 

機中(A) 

10 9/29 水 

→ｴﾚﾊﾞﾝ着(A) 

Hrazdan母子保健院（技術協力関連

機材仕様の確認､補足調査）(B) 

Hrazdan母子保健院（機材仕様の確認､

補足調査） 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B,C) 

11 9/30 木 
外務省（表敬、計画内容の説明と協

議）(A,B)  
外務省（表敬、計画内容の説明と協議） 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B,C) 

12 10/1 金 保健省(ﾐﾆｯﾂ協議)(A,B) 保健省(ﾐﾆｯﾂ協議) ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B,C) 

13 10/2 土 保健省･CPOG(ﾐﾆｯﾂ協議と署名)(A,B) 保健省･CPOG(ﾐﾆｯﾂ協議と署名) ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B,C) 

14 10/3 日 資料整理 資料整理 ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B,C) 

15 10/4 月 
引続きｴﾚｳﾞｧﾝにて技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

実施協議調査(A,B) 
調達関連補足調査 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B,C) 

16 10/5 火 
引続きｴﾚｳﾞｧﾝにて技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

実施協議調査(A,B) 
ｴﾚｳﾞｧﾝ発→ｳｨｰﾝ経由→ 

機内(C) 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B) 

17 10/6 水 
引続きｴﾚｳﾞｧﾝにて技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

実施協議調査(A,B) 
→成田着 

ｴﾚｳﾞｧﾝ(A,B) 

(A) 総括、(B) 技術参与、 (C) 業務主任/機材計画１  
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資料 3 関係者（面会者）リスト 

Affiliation Position & Specification Name 
アルメニア政府機関 

Director Dr. Rouben Karapetyan 
Acting Head Mr. Gagik Ghalachyan 
Head  Mr. Michael Vardanian 

Ministry of Foreign Affairs 
Department of Asia, Pacific & 
Africa 

  Ms. Hrachuhi Katvalyan 
East Asia & Africa Division 
Department Head Mr. Yuri Petrusyan 
Ministry of Health 
Department of International 
Relations  

Director Mr. Haik Grigoryan  

国際機関 

Health Advisor Dr. Emily Sherinian USAID  
Democracy & Social Reform Office Project Management 

Specialist Dr. Anna Grigoryan 

The World Bank Director Dr. Sergey Khachatryan 
UNICEF Health and Nutrition 

Project Assistant Dr. Mihran Hakobyan 

UNFPA Assistant Representative Mr. Karen Daduryan 
GTZ Programme Coordinator Dr. Vardan Aznauryan 

対象病院 

Director Prof. Razmik Abrahamyan 
Laparoscope Dev. Dr. Vahe Gyulkhasyan 

Diagnosis Dev.  Dr. Gayane Avetisyan  
Dr. Anna Khudaverdyan  

Neonatal Dev.  Dr. Arshak Gerjeryan 

Lab Dev.  Dr. Vahan Vardapetyan 
Dr. Andranik Poghosyan 

Center of Perinatology, Obstetrics 
and Gynecology (CPOG) 

Family Planning Dev. Dr. Aram Shahbaz 
Gaver Maternal Hospital Director Dr. Hovhannes Chichoyan 
Hrazdan Maternal Hospital Director Dr. Henrik Nariwauyan  

他の医療施設･機関 

Republican Medical Center 
“ARMENIA” Director Prof. Grigor Grigoryan 

Infection Diseases Clinical 
Hospital “Nork“ Director Dr. Ara Asoyan 

“Sourb Astvatsamayr“ Medical 
Center Director Dr. Nikolay Dallakyan 

医療機材ｴｰｼﾞｪﾝﾄ 

Pharmster President Mr. IvanTarlykov 
VIOLA General Manager Dr. Armen Mezhlumyan 
OLYMPUS  MOSCOW Special Project Manager Mr. Timur Gorshunov 
PINK FLAMINGO MEDICAL 
LTD General Manager Mr. Melsik Baghdasarian 

HOSPITEX DIAGNOSTICS  
MOSCOW Area Manager Mr. Konstantin Konstantinov 

DIASERV LTD President Mr. Khachik Haroutunyan 
輸送業者 

ABAR Co Ltd  Manager Mr. Hajkaz Balyan 
ARMENTRANSFORWARDER 
LTD Director Mr. Sergey Sumbatlan 

Sati Managing Director Mr. Makar Arakelyan 
TRANS-ALLIANCE LTD General Director Mr. Sargis Martirosyan 

TRANSIMPEX Head of Freight Forwarding 
Department Mr. Georgi Danielyan 
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資料 6 事業事前計画表（基本設計時） 

１．案件名 

 アルメニア共和国 母子保健改善計画 

２．要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

アルメニアの保健医療分野については、ソ連邦時代には質の高い保健医療サービスを提供していたが、

ソ連邦崩壊後の経済状況の悪化や社会制度の変化に伴い、保健医療サービスの質が著しく低下している。

このような状況に対し、政府は「国家保健制度開発改革プログラム」や「保健制度最適化プログラム」を策定

し、保健医療分野の改革に取り組んでいるが、保健医療サービスの質の低下は、国民、特に弱者である女

性、子供の健康にも影響を及ぼしており、保健省の統計によれば妊産婦死亡率は10万出産当たり19.2件

(2003）、乳児死亡率は千出生当たり12.0件(2003)と周辺国に比して高い水準となっている。 

アルメニアにおける周産期（妊娠満22週～生後7日）医療サービスは、首都のエレヴァンに位置する第三

次医療施設の産婦人科周産期医学センター（Center of Perinatology, Obstetrics and Gynecology 以

下：CPOG）および第二次医療施設である地方の母子保健院等が担っており、国家プログラムにより各周産

期医療施設に登録した妊産婦に対して周産期における妊産婦検診、出産および産後検診が無料で実施さ

れている。保健省はWHOのガイドラインに沿って、産前最低4回の検診を推奨しており、また、同国における

施設分娩率も非常に高い（都市部99％、地方部84％）状況にありながら、これら施設の機材の多くが老朽化

しており必要な周産期医療サービスが十分に提供できておらず、更に同国の財政難により機材の更新が困

難な状況となっている。 

このような背景のもと、CPOG、ゲガルニクス州にあるガバール母子保健院、コタイク州にあるハラズダン母

子保健院に対する医療機材の調達を目的とする無償資金協力が要請された。 

また、本計画の対象病院および母子保健院では妊産婦の健康の改善を目的として、妊産婦保健医療・ケ

アの質の向上およびレファレル体制の強化を図るための技術協力プロジェクトの実施が計画されており、本

無償資金協力との相乗効果が見込まれる。 

 
３．プロジェクト全体計画概要 *下線部：無償資金協力に直接関係する成果、活動および投入 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

本計画でアルメニア国における周産期医療施設であるCPOGおよびガバール母子保健院、ハラズダン母

子保健院に対し産科医療機材の整備を行うことで、対象病院での周産期医療サービスを改善することを目

標とする。 

 
【裨益対象の範囲および規模について】 

対象施設には母子保健分野における第三次医療施設が含まれ、アルメニア全国から重症妊産婦を受入

れていることから、その裨益人口は全アルメニアにおける出産可能年齢（15～49歳）の女性約933千人およ

び出生児約42千人となる。（2003年統計） 
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(2) プロジェクト全体計画の成果 

・ 周産期医療診断体制が整備される。 
・ 周産期医療診断機材が整備される。 
・ 対象病院における周産期医療サービスの質が向上し、産婦人科外来患者数、妊産婦登録数が増加す

る。 
・ 対象病院における新生児死亡件数が低下する。 
 
(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

・ 産科医療機材を調達する 
・ 調達機材の運営・維持管理のための人員を配置する 
・ 既存機材の撤去を行う 
 
(4) 投入（インプット） 

【日本側】 

・ 無償資金協力 2.09 億円 
 
【相手国側】 

・ 必要な人員の配置 
・ 既存機材の撤去：33 千円 
・ 機材運営維持管理に係わる経費：1,558 千円 

（CPOG：1,130千円、ガバール母子保健院：214千円、ハラズダン母子保健院：214千円） 

 
(5) 実施体制 

主管官庁：アルメニア国保健省 

実施機関：CPOG、ガバール母子保健院およびハラズダン母子保健院 

 
４．無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 
エレヴァン市（CPOG）、ゲガルニク州ガバール市（ガバール母子保健院）およびコタイク州ハラズダン市

（ハラズダン母子保健院） 

 
(2) 概要 

･CPOG： 

診断部、産科、手術関連、新生児科、ICU、ラボ等に必要となる母子保健医療機材45種類（207機材） 

･ガバール母子保健院： 

診断部、産科、新生児科、ICU等に必要となる母子保健医療機材22種類（34機材） 

･ハラズダン母子保健院： 

診断部、産科、新生児科、ICU等へ必要となる母子保健医療機材22種類(36機材） 

 
(3) 相手側負担事項 
・ 診断機材、手術関連機材等の既存機材の撤去 
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(4) 概算事業費 
概算事業費： 2.09億円 （無償資金協力：2.09億円 アルメニア国側負担：33千円） 

 
(5) 工期 

詳細設計・入札期間を含め約10ヶ月（予定） 

 
 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
特になし 

 
５．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

・ 国家保健政策や国家プログラムが変更されない。 
 
６． 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

 
７．プロジェクト全体計画の事後評価 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 
 

 病院 (2003) 8年 
G 0件

ール 件病院での妊産婦外来患者数 
ズダン 件

G 0人

ール 人病院における妊産婦登録数 
ズダン 人

 

G 
ール 病院における新生児死亡件数 

ズダン 
 

 
(2) その他の成果指標 

全国レベルの妊産婦死亡率、新生児死亡率(分娩時～28日までの死亡）、周産期死亡率(妊娠満22週

～生後7日までの死亡） 

 
(3) 評価のタイミング 

2008年以降（機材稼動開始後、3年経過後） 

 

指標 対象 現状 200
CPO 3,94

ガバ 403対象

ハラ 400
CPO 2,40

ガバ 740対象

ハラ 892

増加

CPO 60件

ガバ 11件対象

ハラ 16件

減少
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資料 7 入手資料リスト 

 資料名 発行機関 発行年 

1 Republic of Armenia: Poverty Reduction 
Strategy Paper (英文） 

International Monetary Fund 2003 

2 National Health Policy of the Republic of 
Armenia 2004-2015 (英文） 

Ministry of Health 2003 

3 The Strategy of Health protection of 
mother and child for 2003-2015 
 (ｱﾙﾒﾆｱ語) 

Ministry of Health 2004 

4 The order of rendering of the free-of-
charge obstetric-gynecologic aid to the 
population guaranteed by the state 
 (ｱﾙﾒﾆｱ語) 

Ministry of Health 2004 

5 The Framework of the program of 
Optimization of establishments of Public 
Health Service of Yerevan  (ｱﾙﾒﾆｱ語) 

Ministry of Health 2004 

6 Highlights on Health in Armenia  (英文） WHO 2001 

7 Health Care Systems in Transition 
Armenia （英文） 

European Observatory on Health Care 
Systems 

2001 

8 Initial Project Information Document 
(PID) （英文） 

The World Bank 2003 

9 Armenia Demographic and Health Survey 
2000 (英文） 

Ministry of Health 2001 
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